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雪
の
匂
い

閑話休題

雪
に
匂
い
の
あ
る
こ
と
を
知
っ

た
の
は
少
年
の
こ
ろ
で
あ
る
。
暖

か
い
布
団
の
中
で
、
ふ
と
目
が
覚

め
る
。あ
た
り
は
ま
だ
真
っ
暗
で
、

凛
と
張
り
つ
め
た
寒
気
の
中
に
、
一
種
の

匂
い
の
よ
う
な
気
配
を
感
じ
て
、
雨
戸
を

開
け
て
み
る
と
、
雪
が
一
面
に
降
り
積
っ

て
い
た
。

香
り
の
研
究
家
の
諸
江
辰
男
さ
ん

が
、
北
陸
の
人
ら
し
く
「
雪
の
匂
い

で
目
が
覚
め
る
」
と
し
て
「
透
明
で

鼻
の
奥
を
ツ
ー
ン
と
刺
激
す
る
よ
う
な
匂

い
で
、
こ
ん
な
朝
は
た
い
て
い
雪
が
積
も

っ
て
い
る
」
と
著
書
で
い
っ
て
お
ら
れ
る

の
を
後
に
読
ん
で
、
や
っ
ぱ
り
そ
う
だ
っ

た
の
か
、
と
納
得
し
た
も
の
で
あ
る
。

雪
の
匂
い
で
目
覚
め
る
こ
と
が
、
い
つ

の
ま
に
か
な
く
な
っ
た
あ
る
日
、
こ
ん
ど

は
別
の
匂
い
が
、
ほ
の
か
に
漂
っ
て
く
る

こ
と
が
あ
っ
た
。
清
楚
な
梅
の
香
り
で
あ

る
。
自
然
は
、
い
つ
の
ま
に
か
春
に
な
っ

て
い
た
の
だ
が
、
い
ず
れ
も
、
な
に
も
見

え
な
い
暗
闇
の
中
で
の
経
験
で
あ
る
。

人
類
が
も
っ
と
も
嗅
覚
が
発
達
し
て
い

た
の
は
、
四
本
の
足
で
地
上
を
動
物
の
よ

う
に
歩
き
回
っ
て
い
た
こ
ろ
だ
と
い
う
。

や
が
て
立
ち
上
っ
て
、
二
本
の
足
で
直
立

し
て
歩
く
よ
う
に
な
る
と
、
は
る
か
遠
く

ま
で
見
る
こ
と
が
で
き
る
。
情
報
を
得
る

た
め
に
、
視
覚
に
た
よ
る
こ
と
が
多
く
な

る
と
、
嗅
覚
が
急
速
に
衰
え
て
い
っ
た
。

立
ち
上
っ
て
、
あ
た
り
を
き
ょ
ろ
き
ょ
ろ

見
て
ば
か
り
い
る
と
、
目
に
は
見
え
て
こ

な
い
大
切
な
も
の
を
理
解
す
る
能
力
も
衰

え
て
く
る
と
い
う
の
で
あ
る
。

知
人
に
交
通
事
故
が
原
因
で
、
匂
い
が

ほ
と
ん
ど
な
く
な
っ
た
人
が
い
た
。
彼
は

視
力
の
ほ
う
が
普
通
の
人
よ
り
も
強
い
か

ら
大
丈
夫
だ
と
笑
っ
て
い
た
が
、
病
気
で

ぽ
っ
く
り
死
ん
で
し
ま
っ
た
。
腐
敗
し
て

い
る
食
物
の
い
や
な
に
お
い
に
気
付
か
ず

食
べ
た
の
が
原
因
だ
っ
た
。
目
は
達
者
だ

が
、
鼻
が
き
か
な
い
こ
と
を
忘
れ
て
い
た

の
で
あ
る
。

元
首
相
の
吉
田
茂
さ
ん
は
「
外
交

感
覚
の
な
い
国
民
は
凋
落
す
る
」
と

よ
く
言
っ
て
お
ら
れ
た
。
そ
し
て
「
外
交

で
も
っ
と
も
大
事
な
こ
と
は
相
手
の
立
場

に
た
っ
て
考
え
る
こ
と
、そ
れ
と
直
感
だ
。

犬
と
同
じ
で
、
鼻
の
き
か
な
い
者
は
だ
め

だ
」
と
い
う
の
で
あ
る
。

こ
っ
ち
の
方
は
鼻
を
き
か
す
に
は
、
ま

た
特
別
な
才
が
必
要
な
よ
う
だ
。

（
エ
ッ
セ
イ
ス
ト

山
本
兼
太
郎
）

白い頂き

（昭和２９年１月３０日
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政務調査会（１２／２１）

平
成
十
四
年
度
の
政
府
予
算
編
成
は
、昨
年
の
十
二
月
二
十
日
財
務
原
案
が
内
示
さ
れ
、

翌
二
十
一
日
か
ら
一
連
の
復
活
折
衝
を
経
て
二
十
四
日
の
臨
時
閣
議
で
政
府
案
が
決
定
し
た
。

十
四
年
度
の
一
般
会
計
予
算
案
は
、
前
年
度
当
初
比
一
・
七
％
減
の
八
一
兆
二
、
三
〇

〇
億
円
で
二
年
連
続
の
減
額
。
こ
の
う
ち
政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
も
、
同
二
・
三

％
減
の
四
七
兆
五
、
四
七
二
億
円
と
、
四
年
ぶ
り
の
減
額
と
な
っ
た
。
一
般
歳
出
の
三
分

の
一
を
占
め
る
社
会
保
障
関
係
費
は
同
三
・
八
％
の
増
、
公
共
事
業
費
は
同
一
〇
・
七
％

の
大
幅
減
で
あ
る
が
、
構
造
改
革
を
進
め
る
た
め
地
方
活
性
化
や
Ｉ
Ｔ
（
情
報
技
術
）
な

ど
の
重
点
七
分
野
へ
の
配
分
が
手
厚
く
な
っ
て
い
る
。

歳
入
の
う
ち
税
収
は
、
景
気
の
後
退
に
よ
る
法
人
税
収
の
落
ち
込
み
な
ど
か
ら
、
前
年

度
比
七
・
七
％
減
の
四
六
兆
八
、
一
六
〇
億
円
を
計
上
。
建
設
国
債
と
赤
字
国
債
を
合
わ

せ
た
新
規
国
債
発
行
額
は
同
五
・
九
％
増
の
三
〇
兆
円
に
と
ど
め
た
が
、
十
四
年
度
末
に

お
け
る
国
の
長
期
債
務
残
高
は
五
二
八
兆
円
（
政
府
見
通
し
）
と
な
り
、
国
・
地
方
を
合

わ
せ
た
債
務
は
六
九
三
兆
円
（
同
）
に
達
す
る
こ
と
に
な
る
。

一
方
、
財
務
原
案
に
先
立
っ
て
決
着
を
み
た
地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政

計
画
の
規
模
が
八
七
兆
五
、
七
〇
〇
億
円
、
前
年
度
比
一
・
九
％
減
と
現
行
の
地
方
財
政

制
度
が
始
ま
っ
て
以
来
初
の
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。
地
方
単
独
事
業
も
一
〇
％
削
減
、
地

方
交
付
税
は
四
％
減
と
二
年
連
続
の
減
少
と
な
る
。
十
四
年
度
の
地
方
財
源
不
足
は
、
�

通
常
収
支
の
不
足
一
〇
兆
六
、
七
〇
〇
億
円
�
恒
常
的
な
減
税
実
施
に
伴
う
減
収
額
三
兆

四
、
五
〇
〇
億
円
―
に
の
ぼ
る
が
、
こ
の
う
ち
経
常
収
支
の
不
足
に
つ
い
て
は
、
十
三
年

度
に
引
き
続
き
国
と
地
方
が
折
半
し
、
国
負
担
分
は
一
般
会
計
か
ら
繰
り
入
れ
、
地
方
負

担
分
は
地
方
特
例
債
（
臨
時
財
政
対
策
債
）
で
補
て
ん
す
る
。
な
お
、
国
負
担
分
・
地
方

負
担
分
と
も
に
四
分
の
一
は
交
付
税
特
別
会
計
か
ら
補
て
ん
す
る
こ
と
と
し
た
。
こ
の
結

果
、地
方
交
付
税
総
額
は
一
九
兆
五
、四
〇
〇
億
円
で
、前
年
度
比
四
・
〇
％
の
減
と
な
っ
た
。

な
お
、
全
国
町
村
会
で
は
財
務
原
案
内
示
の
翌
日
二
十
一
日
、
政
務
調
査
会
を
開
催
し
、

関
係
各
省
幹
部
か
ら
予
算
編
成
の
概
要
に
つ
い
て
説
明
を
聴
取
す
る
と
と
も
に
、
政
府
、

国
会
に
対
し
本
会
重
点
要
望
事
項
の
所
要
額
確
保
の
た
め
の
実
行
運
動
を
行
っ
た
。

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

平
成
十
四
年
度
関
係
省
庁
予
算
特
集

政 策

２平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



（次頁へつづく）

平成１４年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

平成１４年度一般会計歳入歳出概算

（単位 百万円）

（単位 百万円）

備 考伸 率

％

△７．７

２２．４

５．９

△１．７

△２．９

１．１

△２．３

△１．７

比較増△減額
（B－A）

△３，９１１，０００

８０６，６１４

１，６８２，０００

△１，４２２，３８６

△ ４９９，３２２

１８８，６１０

△１，１１１，６７４

△１，４２２，３８６

平成１４年度
概算額 （B）

４６，８１６，０００

４，４１３，９９３

３０，０００，０００

８１，２２９，９９３

１６，６７１，２１２

１７，０１１，５７５

４７，５４７，２０６

８１，２２９，９９３

１３年度予算額
（当初）（A）

５０，７２７，０００

３，６０７，３７９

２８，３１８，０００

８２，６５２，３７９

１７，１７０，５３４

１６，８２２，９６５

４８，６５８，８８０

８２，６５２，３７９

区 分

歳 入

１．租 税 及 印 紙 収 入

２．そ の 他 収 入

３．公 債 金

合 計

歳 出

１．国 債 費

２．地 方 交 付 税 交 付 金 等

３．一 般 歳 出

合 計

備 考伸 率

％

５．７

１．６

３．７

△０．９

１３．６

３．８

１．４

△１．７

５．８

△１２．７

１．３

△９．８

０．８

比較増△減額
（B－A）

７４，６１５

２７，３４５

５０８，２９１

△ ４，７１２

５８，３０７

６６３，８４６

４１，１４５

△ ２７，４４９

６４，９７５

△ ２１，９７１

８，１６４

△ １２，３０８

５２，５５６

平成１４年度
概算額 （B）

１，３８３，７２８

１，７２１，７５５

１４，１５８，３７９

５２７，５５５

４８８，０６７

１８，２７９，４８４

３，０５６，４１４

１，５４５，２８１

１，１７７，３９２

１５１，４７７

６５６，５２６

１１２，６９８

６，６９９，７８８

１３年度予算額
（当初）（A）

１，３０９，１１３

１，６９４，４１０

１３，６５０，０８８

５３２，２６７

４２９，７６０

１７，６１５，６３８

３，０１５，２６９

１，５７２，７３０

１，１１２，４１７

１７３，４４８

６４８，３６２

１２５，００６

６，６４７，２３２

事 項

（社 会 保 障 関 係 費）

１．生 活 保 護 費

２．社 会 福 祉 費

３．社 会 保 険 費

４．保 健 衛 生 対 策 費

５．失 業 対 策 費

計

（文教及び科学振興費）

１．義 務 教 育 費 国 庫 負 担 金

２．国立学校特別会計 へ 繰 入

３．科 学 技 術 振 興 費

４．文 教 施 設 費

５．教 育 振 興 助 成 費

６．育 英 事 業 費

計

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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備 考伸 率

△２．９

△８．６

△６．１

△３．３

△５．７

△６．２

１．２

０．２

０．０

△１２．０

△１１．２

△１０．７

△５．５

△１２．２

△１４．２

△１２．３

１９．７

△１０．８

０．０

△１０．７

△１０．４

△５．０

△７．２

５．０

△５．３

△５．７

－

０．０

△１．７

比較増△減額
（B－A）

△ ４９９，３２２

△ ４，８７１

△ ７４，０６３

△ １３９

△ ４，３８０

△ ８３，４５３

１８６，８４０

１，７７０

６９９

△ １７３，２２４

△ ２８０，６７９

△ ７０，５４６

△ ８４，９０５

△ ２０２，１０６

△ １５２，４０９

△ ５３，０９５

７，３３５

△１，００９，６２９

０

△１，００９，６２９

△ ９９，５９６

△ ９，８３１

△ ４４，４５６

３４，４２５

△ ８，１９２

△ ３０８，０４３

△ ３００，０００

０

△１，４２２，３８６

平成１４年度
概算額 （B）

１６，６７１，２１２

５２，０４１

１，１４３，８９７

４，０２３

７２，７４７

１，２７２，７０８

１６，１０７，９８７

９０３，５８８

４，９５５，９９９

１，２７１，０８０

２，２２５，２８２

５８８，５０９

１，４６１，４９９

１，４５７，４８７

９２４，１７０

３７８，６１８

４４，５８６

８，３５１，２３１

７２，６７４

８，４２３，９０５

８５６，５８３

１８６，０８５

５６９，４１２

７２９，６６３

１４５，５２４

５，０７８，０５５

－

３５０，０００

８１，２２９，９９３

１３年度予算額
（当初）（A）

１７，１７０，５３４

５６，９１２

１，２１７，９６０

４，１６２

７７，１２７

１，３５６，１６１

１５，９２１，１４７

９０１，８１８

４，９５５，３００

１，４４４，３０４

２，５０５，９６１

６５９，０５５

１，５４６，４０４

１，６５９，５９３

１，０７６，５７９

４３１，７１３

３７，２５１

９，３６０，８６０

７２，６７４

９，４３３，５３４

９５６，１７９

１９５，９１６

６１３，８６８

６９５，２３８

１５３，７１６

５，３８６，０９８

３００，０００

３５０，０００

８２，６５２，３７９

事 項

国 債 費

（恩 給 関 係 費）

１．文 官 等 恩 給 費

２．旧 軍 人 遺 族 等 恩 給 費

３．恩 給 支 給 事 務 費

４．遺族及び留守家族等援護費

計

地 方 交 付 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

防 衛 関 係 費

（公 共 事 業 関 係 費）

１．治 山 治 水 対 策 事 業 費

２．道 路 整 備 事 業 費

３．港湾空港鉄道等整備事業費

４．住宅都市環境整備 事 業 費

５．下水道水道廃棄物処理等施設整備費

６．農 業 農 村 整 備 事 業 費

７．森林水産基盤整備 事 業 費

８．調 整 費 等

小 計

９．災 害 復 旧 等 事 業 費

計

経 済 協 力 費

中 小 企 業 対 策 費

エ ネ ル ギ ー 対 策 費

食 料 安 定 供 給 関 係 費

産 業 投 資 特 別 会 計 へ 繰 入

そ の 他 の 事 項 経 費

公 共 事 業 等 予 備 費

予 備 費

合 計

（参考）

伸 率

△１０．７％

（注）公共投資関係費は、公共事業関係費及びその他施設費（社会保障関係費、文教及び科学振興費、経済協力等の内数）を再
掲したもの。

比較増△減額

△１，１１３，３４４百万円

平成１４年度
概 算 額

９，２５２，５４２百万円

前年度予算額
（当 初）

１０，３６５，８８６百万円公共投資関係費

政 策

４平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）
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平
成
十
四
年
度

地
方
財
政
対
策
の
概
要

平
成
十
四
年
度
地
方
財
政
対
策
は
、

十
二
月
十
八
日
に
行
わ
れ
た
片
山
総
務

大
臣
と
塩
川
財
務
大
臣
と
の
閣
僚
折
衝

で
決
着
を
み
た
。

平
成
十
四
年
度
財
源
不
足
額
は
、
通

常
収
支
不
足
分
が
一
〇
兆
六
、
七
〇
〇

億
円
で
前
年
度
に
引
き
続
き
大
幅
な
財

源
不
足
と
な
っ
た
。
地
方
財
政
は
、
平

成
六
年
度
以
降
多
額
の
財
源
不
足
が
続

き
、
平
成
八
年
度
以
降
七
年
連
続
し
て

地
方
交
付
税
法
第
六
条
の
三
第
二
項

（
交
付
税
率
の
変
更
）
に
該
当
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。
不
足
額
に
対
し
て
は
、

財
源
対
策
債
一
兆
九
、
二
〇
〇
億
円
を

充
て
る
ほ
か
、
国
の
一
般
会
計
か
ら
の

加
算
措
置
に
よ
り
三
、
〇
〇
〇
億
円
を

調
達
す
る
。
残
り
八
兆
四
、
五
〇
〇
億

円
に
つ
い
て
は
、
平
成
一
三
年
度
の
制

度
改
正
を
踏
ま
え
、
国
と
地
方
が
折
半

し
、
国
負
担
分
に
つ
い
て
は
一
般
会
計

か
ら
の
繰
入
れ
に
よ
り
、
地
方
負
担
分

に
つ
い
て
は
特
例
地
方
債
（
臨
時
財
政

対
策
債
）
に
よ
り
補
て
ん
措
置
を
講
じ

る
こ
と
を
基
本
と
す
る
が
、
国
及
び
地

方
の
財
政
運
営
、
政
府
が
目
標
に
掲
げ

る
国
債
発
行
額
を
三
〇
兆
円
以
下
に
抑

え
る
こ
と
等
を
勘
案
し
、
そ
の
四
分
の

一
に
当
た
る
二
兆
九
〇
〇
億
円
は
交
付

税
特
別
会
計
借
入
金
に
よ
り
補
て
ん
、

残
り
四
分
の
三
（
六
兆
三
、
六
〇
〇
億

円
）
を
、
国
、
地
方
が
折
半
し
て
調
達

す
る
こ
と
と
し
た
。

ま
た
、
恒
久
的
な
減
税
の
実
施
に
伴

う
影
響
額
は
三
兆
四
、
五
〇
〇
億
円
と

な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
地
方
税
の
減
収

分
一
兆
九
、四
〇
〇
億
円
に
つ
い
て
は
、

法
人
税
の
交
付
税
率
の
引
き
上
げ
（
三

二
％→

三
五
・
八
％
）
に
よ
り
四
、
二

〇
〇
億
円
、
不
交
付
団
体
を
含
む
全
地

方
公
共
団
体
に
対
す
る
地
方
特
例
交
付

金
九
、
〇
〇
〇
億
円
及
び
減
税
補
て
ん

債
等
六
、
二
〇
〇
億
円
で
措
置
す
る
こ

と
に
よ
り
補
て
ん
す
る
。

ま
た
、
国
税
の
減
税
に
よ
る
地
方
交

付
税
の
減
収
分
一
兆
五
、
一
〇
〇
億
円

に
つ
い
て
は
、
交
付
税
特
別
会
計
の
借

入
れ
等
で
調
達
す
る
が
、
償
還
は
国
と

地
方
で
折
半
す
る
。

地
方
債
に
つ
い
て
は
、
普
通
会
計
通

常
分
と
し
て
七
兆
一
〇
〇
億
円
を
措
置

し
、
特
別
分
と
し
て
財
源
対
策
債
一
兆

九
、
二
〇
〇
億
円
、
減
税
補
て
ん
債
四
、

九
〇
〇
億
円
、
地
方
財
政
法
第
五
条
の

特
例
と
し
て
発
行
さ
れ
る
臨
時
財
政
対

策
債
（
赤
字
地
方
債
）
三
兆
二
、
三
〇

〇
億
円
を
措
置
し
た
。
普
通
会
計
分
全

体
と
し
て
は
、
対
前
年
度
比
六
・
二
％

増
の
一
二
兆
六
、
五
〇
〇
億
円
と
な
っ

た
。
そ
の
結
果
、
地
方
債
依
存
度
は
一

四
・
四
％
と
前
年
度
を
〇
・
九
ポ
イ
ン

ト
上
回
っ
た
。
そ
の
ほ
か
、
主
な
地
方

財
政
指
標
は
、
一
般
財
源
総
額
五
五
兆

三
、
三
〇
〇
億
円
（
対
前
年
度
比
三
・

七
％
減
）、
一
般
財
源
比
率
六
三
・
二

％（
前
年
度
六
四
・
三
％
）な
ど
と
な
っ

て
い
る
。

平
成
十
四
年
度
地
方
財
政
の
規

模
と
主
要
施
策

平
成
十
四
年
度
地
方
財
政
計
画
の
歳

入
・
歳
出
の
規
模
は
、
対
前
年
度
比
一

・
九
％
減
の
八
七
兆
五
、
七
〇
〇
億
円

で
、
現
行
の
地
方
財
政
制
度
が
始
ま
っ

て
以
来
初
め
て
計
画
規
模
が
前
年
度
割

れ
し
た
。
公
債
費
な
ど
を
除
く
地
方
一

般
歳
出
は
、
投
資
的
経
費
の
削
減
な
ど

に
よ
り
、
三
・
三
％
減
の
七
一
兆
一
、

三
〇
〇
億
円
と
三
年
連
続
抑
制
と
な
っ

た
。
地
方
税
は
景
気
の
減
速
に
伴
っ
て

三
・
七
％
減
を
見
込
み
、
地
方
交
付
税

総
額
は
四
・
〇
％
減
の
一
九
兆
五
、
四

〇
〇
億
円
と
な
っ
た
。
地
方
単
独
事
業

に
つ
い
て
は
、
財
政
構
造
改
革
で
国
の

公
共
事
業
が
一
〇
％
カ
ッ
ト
さ
れ
る
こ

と
等
を
配
慮
し
、
一
〇
・
〇
％
減
の
一

五
兆
七
、
五
〇
〇
億
円
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
は
、
国
税
五
税
の
法
定

率
分
一
二
兆
六
、
四
〇
〇
億
円
に
、
一

般
会
計
に
お
け
る
加
算
額
三
兆
四
、
六

〇
〇
億
円
を
加
え
た
一
六
兆
一
、
〇
〇

〇
億
円
が
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
額

（
入
口
ベ
ー
ス
）
と
な
っ
た
。
こ
れ
に

交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
三
兆
五
、
六

〇
〇
億
円
、
交
付
税
特
別
会
計
剰
余
金

の
活
用
四
、
八
〇
〇
億
円
を
併
せ
、
こ

こ
か
ら
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
支

払
利
子
分
五
、
七
〇
〇
億
円
等
を
差
し

引
い
た
も
の
が
、
地
方
公
共
団
体
に
配

分
さ
れ
る
出
口
ベ
ー
ス
と
な
り
、
対
前

年
度
比
四
・
〇
％
減
の
一
九
兆
五
、
四

〇
〇
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

平成１４年度
関係省庁予算

［特集］

地財対策と総務省
地方自治関係予算・施策の概要

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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因
み
に
、
臨
時
財
政
対
策
債
（
三
兆

二
、
三
〇
〇
億
円
）
を
加
算
し
た
場
合

の
総
額
は
二
二
兆
七
、
七
〇
〇
億
円
と

な
り
、
対
前
年
度
四
・
五
％
増
と
な
る
。

主
要
施
策
に
つ
い
て
は
、
地
方
単
独

事
業
で
は
、
ハ
コ
も
の
投
資
の
抑
制
と

基
盤
整
備
へ
の
重
点
化
を
図
る
こ
と
と

し
、
地
域
総
合
整
備
事
業
を
廃
止
（
継

続
事
業
分
九
、
五
〇
〇
億
円
は
計
上
）、

事
業
規
模
も
国
の
公
共
投
資
関
係
費
と

同
一
の
基
調
に
よ
り
減
額
し
、
対
前
年

度
比
一
〇
・
〇
％
減
の
一
五
兆
七
、
五

〇
〇
億
円
と
な
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
中
、
い
わ
ゆ
る
重
点
七

分
野
へ
の
基
盤
整
備
事
業
に
対
象
を
限

定
し
た
「
地
域
活
性
化
事
業
」（
五
、

六
〇
〇
億
円
）
を
創
設
す
る
。
循
環
型

社
会
形
成
事
業
（
低
公
害
車
導
入
、
環

境
保
全
林
整
備
等
）、
少
子
・
高
齢
化

対
策
事
業
（
公
共
施
設
の
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
等
）、
地
域
資
源
活
用
促
進
事

業
（
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
等
へ
の
貸
し
工

場
、
歴
史
的
建
造
物
の
保
存
活
用
等
）、

都
市
再
生
事
業
（
電
線
地
中
化
、
公
共

交
通
拠
点
整
備
等
）、
地
域
情
報
通
信

基
盤
整
備
事
業
（
地
域
公
共
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
、
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ
等
）
を
行
う
場
合

に
、新
た
に
財
政
支
援
が
講
じ
ら
れ
る
。

地
域
活
性
化
事
業
債
の
充
当
率
は
七
五

％
で
、
こ
の
う
ち
三
〇
％
を
後
年
度
事

業
費
補
正
に
よ
り
地
方
交
付
税
に
算
入

さ
れ
る
（
特
に
推
進
す
る
も
の
は
、
さ

ら
に
財
源
対
策
債
一
五
％
、
交
付
税
算

入
率
五
〇
％
）。
こ
の
ほ
か
、
新
規
施

策
で
は
、
国
民
健
康
保
険
制
度
の
財
政

基
盤
の
強
化
を
図
る
た
め
、
平
成
一
三

年
一
一
月
二
九
日
に
政
府
・
与
党
社
会

保
障
改
革
協
議
会
に
お
い
て
決
定
さ
れ

た
医
療
制
度
改
革
大
綱
に
基
づ
き
、
国

と
都
道
府
県
が
資
金
を
出
し
合
っ
て
三

〇
〇
億
円
規
模
の
国
保
広
域
化
等
支
援

基
金
（
仮
称
）
を
創
設
（
国
と
都
道
府

県
が
平
成
十
四
年
度
か
ら
三
年
間
か
け

て
、
毎
年
一
〇
〇
億
円
を
拠
出
、
最
終

的
に
三
〇
〇
億
円
の
規
模
に
す
る
）。

国
民
健
康
保
険
を
複
数
の
市
町
村
で
統

合
す
る
広
域
化
の
推
進
等
に
向
け
、
新

た
な
財
政
支
援
措
置
を
講
じ
る
。

地
方
公
共
団
体
の
公
債
費
負
担
軽
減

を
図
る
た
め
の
、
公
債
費
負
担
対
策
で

は
、
公
営
企
業
金
融
公
庫
資
金
の
公
営

企
業
債
で
、
一
定
の
条
件
の
下
に
借
換

え
を
実
施
、
資
本
負
担
が
著
し
く
高
い

一
定
の
公
営
企
業
（
上
水
道
事
業
、
工

業
用
水
道
事
業
、都
市
高
速
鉄
道
事
業
、

下
水
道
事
業
）
を
対
象
団
体
と
し
、
地

方
債
残
高
七
〇
〇
億
円
程
度
、
五
〇
〇

団
体
を
予
定
し
て
い
る
。
ま
た
、
高
利

の
地
方
債
に
対
す
る
特
別
交
付
税
措
置

と
し
て
、
起
債
制
限
比
率
（
三
カ
年
平

均
）
が
全
国
平
均
以
上
の
地
方
団
体
等

を
対
象
に
利
子
額
四
〇
〇
億
円
程
度
、

二
、
五
〇
〇
団
体
を
予
定
し
て
い
る
。

﹇
そ
の
他
の
施
策
﹈

「
地
方
債
の
個
人
消
化
・
公
募
化
の
推

進
施
策
」

「
住
民
参
加
型
ミ
ニ
市
場
公
募
債
」
を

発
行
す
る
こ
と
に
よ
り
、
住
民
の
行
政

へ
の
参
加
意
識
の
高
揚
の
推
進
を
図
る

と
と
も
に
、
地
方
債
の
個
人
消
化
及
び

公
募
化
を
通
じ
て
資
金
調
達
手
法
の
多

様
化
を
図
る
こ
と
と
し
、
二
〇
〇
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。

「
子
育
て
支
援
事
業
」

子
育
て
支
援
の
一
層
の
推
進
を
図
る

た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
地
域
の
実
情

に
応
じ
た
総
合
的
な
取
組
が
実
施
で
き

る
よ
う
、
一
、
二
〇
〇
億
円
を
地
方
財

政
措
置
す
る
。

「
健
康
づ
く
り
の
推
進
（
ヘ
ル
ス
ア
ッ

プ
プ
ラ
ン
）」

医
療
制
度
改
革
の
一
環
と
し
て
、
健

康
寿
命
の
延
長
・
生
活
の
質
の
向
上
を

目
標
と
し
た
健
康
づ
く
り
・
疾
病
予
防

を
推
進
す
る
た
め
、
地
方
団
体
に
お
け

る
健
康
づ
く
り
・
疾
病
予
防
対
策
等
の

取
組
に
対
し
、
六
五
〇
億
円
の
地
方
財

政
措
置
を
講
じ
る
。

「
環
境
対
策
（
循
環
型
社
会
の
形
成
の

推
進
）」

環
境
と
調
和
し
た
循
環
型
社
会
の
形

成
に
向
け
て
、
廃
棄
物
の
発
生
抑
制
や

再
利
用
を
促
進
し
、
地
球
温
暖
化
防
止

対
策
を
充
実
す
る
と
と
も
に
、
自
然
と

共
生
可
能
な
地
域
づ
く
り
を
図
る
こ
と

と
し
、
三
、
六
六
〇
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。具

体
的
に
は
、
地
方
公
共
団
体
の
環

境
物
品
の
調
達
の
促
進
や
不
法
投
棄
防

止
活
動
の
促
進
に
要
す
る
経
費
な
ど
に

地
方
財
政
措
置
さ
れ
る
。

「
わ
が
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
」

住
民
が
主
体
と
な
っ
て
行
う
地
域
づ

く
り
を
推
進
す
る
た
め
、
住
民
に
よ
る

話
し
合
い
の
場
づ
く
り
や
そ
の
結
果
を

受
け
た
取
組
へ
の
市
町
村
の
支
援
に
対

し
て
、
七
五
〇
億
円
の
地
方
財
政
措
置

を
講
じ
る
。

「
農
山
漁
村
関
連
施
策（
ソ
フ
ト
事
業
）」

地
域
活
力
の
低
下
が
懸
念
さ
れ
る
農

山
漁
村
地
域
の
活
性
化
を
一
層
推
進
す

る
た
め
、「
農
山
漁
村
対
策
」
及
び
「
森

林
・
山
村
対
策
」
に
お
い
て
、
新
た
な

ソ
フ
ト
事
業
の
創
設
や
事
業
の
拡
充
を

図
る
こ
と
と
し
、
二
、
五
四
〇
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

「
生
活
交
通
確
保
対
策
」

平
成
十
四
年
二
月
よ
り
乗
合
バ
ス
事

業
に
係
る
需
給
調
整
規
制
が
廃
止
さ
れ

る
こ
と
に
伴
い
、
地
方
公
共
団
体
が
、

地
域
協
議
会
に
お
け
る
結
論
等
に
基
づ

き
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
地
域
の

足
の
確
保
対
策
等
を
講
じ
る
た
め
に
要

す
る
経
費
七
〇
〇
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

「
市
町
村
合
併
推
進
」

平
成
一
二
年
一
二
月
に
閣
議
決
定
さ

れ
た
行
政
改
革
大
綱
に
則
り
、
市
町
村

合
併
特
例
法
の
期
限
で
あ
る
平
成
一
七

年
三
月
ま
で
に
十
分
な
成
果
が
挙
げ
ら

れ
る
よ
う
、
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村

が
一
体
と
な
っ
て
、
自
主
的
な
市
町
村

の
合
併
を
よ
り
一
層
強
力
に
推
進
す
る

た
め
、
二
、
二
〇
〇
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

「
地
域
情
報
化
推
進
事
業
」

行
政
の
簡
素
・
効
率
化
、
透
明
化
及

び
国
民
の
利
便
性
の
飛
躍
的
向
上
を
も

た
ら
す
電
子
自
治
体
の
実
現
並
び
に
Ｉ

Ｔ
を
活
用
し
た
活
力
あ
る
地
域
社
会
の

政 策
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実
現
に
向
け
、
高
速
・
超
高
速
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
な
ど
の
施
策

に
対
し
、
二
、
三
一
〇
億
円
の
地
方
財

政
措
置
を
講
じ
る
。

「
教
育
情
報
化
対
策
」

全
て
の
公
立
小
中
高
等
学
校
等
か
ら

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
ア
ク
セ
ス
で
き
、

平
成
一
七
年
度
を
目
標
に
、
全
て
の
学

級
の
あ
ら
ゆ
る
授
業
に
お
い
て
教
員
及

び
生
徒
が
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
を
活
用
で

き
る
環
境
を
整
備
で
き
る
よ
う
、
一
、

九
六
〇
億
円
の
地
方
財
政
措
置
を
講
じ

る
。

〔
地
方
債
計
画
〕

平
成
十
四
年
度
の
地
方
債
計
画
は
、

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
の

措
置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
極
め
て
厳

し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下
で
、
そ
の

健
全
性
の
確
保
に
留
意
し
つ
つ
、
地
方

公
共
団
体
が
個
性
と
活
力
あ
る
地
域
社

会
の
構
築
を
目
指
し
て
、
循
環
型
社
会

の
形
成
、
少
子
・
高
齢
化
へ
の
対
応
、

都
市
の
再
生
、
科
学
技
術
の
振
興
、
Ｉ

Ｔ
を
活
用
し
た
社
会
・
経
済
活
動
の
活

性
化
等
当
面
す
る
政
策
課
題
に
重
点
的

・
効
率
的
に
対
応
し
う
る
よ
う
、
所
要

の
地
方
債
資
金
の
確
保
を
は
か
る
こ
と

と
し
て
策
定
さ
れ
、
総
額
一
六
兆
五
、

二
三
九
億
円
を
確
保
し
て
い
る
。
こ
の

う
ち
、
普
通
会
計
分
は
、
一
二
兆
六
、

四
九
三
億
円
、
公
営
企
業
会
計
等
分
が

三
兆
八
、七
四
六
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

地
方
債
計
画
の
特
色
と
し
て
は
、
�

通
常
収
支
に
係
る
地
方
財
源
の
不
足
に

対
処
す
る
た
め
、
地
方
財
政
法
第
五
条

の
特
例
と
し
て
臨
時
財
政
対
策
債
三
兆

二
、
二
六
一
億
円
を
発
行
�
恒
久
的
な

減
税
の
実
施
に
伴
う
減
収
の
一
部
に
対

処
す
る
た
め
、
同
法
第
五
条
の
特
例
と

し
て
減
税
補
て
ん
債
四
、
八
五
五
億
円

を
発
行
�
地
方
一
般
財
源
の
不
足
に
対

処
す
る
た
め
、
建
設
地
方
債
（
財
源
対

策
債
）
一
兆
九
、
二
〇
〇
億
円
を
発
行

す
る
。

地
方
単
独
事
業
に
つ
い
て
は
、
従
来

の
地
域
総
合
整
備
事
業
債
を
継
続
事
業

に
つ
い
て
は
従
来
通
り
の
措
置
を
講
じ

る
と
し
た
上
で
廃
止
し
、
地
域
の
活
性

化
に
向
け
た
喫
緊
の
政
策
課
題
で
あ
る

循
環
型
社
会
の
形
成
、
少
子
・
高
齢
化

対
策
、
地
域
資
源
の
活
用
促
進
、
都
市

再
生
、
科
学
技
術
の
振
興
、
情
報
通
信

基
盤
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、
新
た
に

地
域
活
性
化
事
業
債
四
、
三
一
七
億
円

を
計
上
し
た
。

ま
た
、
自
主
的
な
市
町
村
の
合
併
を

よ
り
一
層
強
力
に
推
進
す
る
た
め
、
合

併
重
点
支
援
地
域
に
お
い
て
市
町
村
が

広
域
的
に
行
う
公
共
施
設
の
整
備
及
び

合
併
市
町
村
に
お
け
る
ま
ち
づ
く
り
の

計
画
的
な
実
施
等
を
支
援
す
る
こ
と
と

し
、
新
た
に
合
併
特
例
事
業
債
一
、
八

三
五
億
円
を
計
上
し
た
ほ
か
、
災
害
に

強
い
安
全
な
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る

た
め
、
防
災
シ
ス
テ
ム
の
Ｉ
Ｔ
化
な
ど

の
防
災
基
盤
の
整
備
及
び
公
共
施
設
等

の
耐
震
化
を
重
点
的
に
実
施
す
る
こ
と

こ
と
と
し
、
新
た
に
防
災
対
策
事
業
債

一
、
〇
九
五
億
円
を
計
上
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
過
疎
地
域
の
自
立
促
進

の
た
め
の
施
策
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
辺
地
と
そ
の
他
の
地
域
の
格
差
是

正
を
図
る
た
め
、
辺
地
及
び
過
疎
対
策

事
業
費
三
、九
〇
〇
億
円
を
計
上
し
た
。

〔
平
成
十
四
年
度
地
方
税
制
改
正
〕

平
成
十
四
年
度
税
制
改
正
は
、
財
政

の
健
全
化
を
目
指
す
た
め
、
国
債
発
行

額
を
三
〇
兆
円
以
下
に
抑
え
、
新
た
な

増
税
は
行
わ
な
い
と
の
方
針
の
下
で
行

わ
れ
た
。

連
結
納
税
制
度
へ
の
地
方
税
の
対
応

に
つ
い
て
は
、
法
人
事
業
税
及
び
法
人

住
民
税
に
つ
い
て
、
地
域
に
お
け
る
受

益
と
負
担
と
の
関
係
等
に
配
慮
し
、
単

体
法
人
を
納
税
単
位
と
す
る
こ
と
と

な
っ
た
。

ま
た
、
個
人
住
民
税
の
所
得
割
及
び

均
等
割
の
非
課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

に
つ
い
て
、
所
得
割
に
つ
い
て
は
加
算

額
を
三
二
万
円
か
ら
三
六
万
円
と
四
万

円
の
引
き
上
げ
、
均
等
割
に
つ
い
て
は

加
算
額
を
一
九
万
円
か
ら
二
四
万
円
と

五
万
円
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

都
道
府
県
税
分
の
減
税
が
議
論
さ
れ

て
い
た
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て

は
、
来
年
度
も
引
き
続
き
現
行
制
度
が

堅
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

特
別
土
地
保
有
税
に
つ
い
て
は
、
徴

収
猶
予
枠
制
度
の
拡
大
が
行
わ
れ
る
こ

と
と
な
っ
た
も
の
の
、
制
度
自
体
に
つ

い
て
は
現
行
の
ま
ま
堅
持
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
。

事
業
所
税
・
不
動
産
取
得
税
に
つ
い

て
は
、
来
年
度
も
引
き
続
き
現
行
制
度

が
堅
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

法
人
事
業
税
の
外
形
標
準
課
税
の
導

入
に
つ
い
て
は
、
資
本
等
の
金
額
に
よ

る
課
税
方
式
を
補
完
的
に
併
用
す
る
案

を
総
務
省
が
提
示
し
、
今
後
、
各
方
面

の
意
見
を
聞
き
な
が
ら
検
討
を
深
め
、

具
体
案
を
得
た
う
え
で
、
景
気
の
状
況

等
を
勘
案
し
つ
つ
、
平
成
十
五
年
度
税

制
改
正
を
目
途
に
そ
の
導
入
を
図
る
こ

と
と
さ
れ
た
。

な
お
、
今
回
の
税
制
改
正
に
伴
う
減

収
額
は
総
額
で
約
二
七
三
億
円
で
、
う

ち
地
方
税
の
減
収
額
は
総
額
で
約
一
〇

三
億
円
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
に
つ

い
て
は
別
途
財
政
措
置
が
行
わ
れ
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
。

〔
総
務
省
予
算（
地
方
自
治
関
係
）〕

平
成
十
四
年
度
総
務
省
予
算
（
地
方

自
治
関
係
）
の
主
な
項
目
を
見
る
と
、

基
地
交
付
金
お
よ
び
調
整
交
付
金
が
前

年
度
同
額
の
三
〇
一
億
五
、
〇
〇
〇
万

円
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
政
党
助
成
費
が

対
前
年
度
比
一
・
一
％
増
の
三
一
八
億

九
、
三
〇
〇
万
円
、
消
防
防
災
施
設
等

整
備
費
が
対
前
年
度
比
四
・
八
％
減
の

一
八
〇
億
九
、
〇
〇
〇
万
円
、
市
町
村

合
併
推
進
費
が
対
前
年
度
比
二
三
・
〇

％
増
の
二
七
億
九
、
二
〇
〇
万
円
計
上

さ
れ
た
。
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� 平成１４年度の地方財政の姿

� 地方財政計画の規模 ８７兆５，７００億円程度（対前年度比△１．９％程度）

� 地方一般歳出 ７１兆１，３００億円程度（対前年度比△３．３％程度）

� 地方単独事業（投資） １５兆７，５００億円程度（対前年度比△１０．０％程度）

� 一般財源総額 ５５兆３，３００億円程度（対前年度比△３．７％程度）

〔臨時財政対策債を含めた場合 ５８兆５，５００億円程度（対前年度比△０．６％程度）〕

� 一般財源比率 ６３．２％程度（平�６４．３％）

〔臨時財政対策債を含めた場合 ６６．９％程度（平�６６．０％）〕

� 地方債依存度 １４．４％程度（平�１３．３％）

〔臨時財政対策債を除いた場合 １０．８％程度（平�１１．７％）〕

平成１４年度地方財政対策の概要

	 財源不足の補てん

� 通常収支の不足 １０兆６，７００億円程度

� 恒久的な減税の実施に伴う減収額 ３兆４，５００億円程度

１ 平成１４年度における財源不足


 平成１４年度の地方財政計画の規模は、８７兆５，７００億円程度（対前年度比△１．９％程度）

� 歳入については、地方税（△３．７％程度）、地方交付税（△４．０％程度）ともに減少し、一般財源比率は、６３．２％程度（臨時

財政対策債を含めた場合６６．９％程度）

� 歳出については、国の歳出予算と歩を一にして徹底した見直しと重点的な配分

○―般行政経費（単独）１１兆２，２００億円程度（対前年度比△０．３％程度）

○地方単独事業（投資）１５兆７，５００億円程度（対前年度比△１０．０％程度）

●地域総合整備事業を廃止

●いわゆる重点７分野の基盤整備事業に対象を限定した「地域活性化事業」を創設

平
当初 通常収支４．７兆円、地方消費税未平年度化分１．２兆円

平�当初 通常収支４．６兆円、減税分０．８兆円

平�当初 通常収支１０．４兆円、恒久的な減税分２．６兆円

平�当初 通常収支９．９兆円、恒久的な減税分３．５兆円

平�当初 通常収支１０．６兆円、恒久的な減税分３．４兆円

平�当初 通常収支１０．７兆円程度、恒久的な減税分３．５兆円程度

政 策

８平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



２ 通常収支の不足の補てん（１０．７兆円程度）

� 地方交付税の増額による補てん措置 ５兆５，２００億円程度

一般会計における加算措置（既往法定分） ３，０００億円程度

〃 （臨時財政対策分） ３兆１，３００億円程度

交付税特別会計借入（国・地方折半で償還） ２兆 ９００億円程度

� 臨時財政対策債の発行（※） ３兆２，３００億円程度

� 財源対策債の発行 １兆９，２００億円程度

３ 恒久的な減税の実施に伴う減収の補てん（３．５兆円程度）

� 恒久的な減税の実施による地方税の減収 １兆９，４００億円程度

……国のたばこ税の一部の移譲、法人税の交付税率の引上げ、地方特例交付金及び減税補てん債により補てん

� 国税の減税による地方交付税の減収 １兆５，１００億円程度

……交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方折半で償還

通常収支の不足
約１０６，７００億円

☆の臨時財政対策債は、１３年度補正対策による特会借入金の償還（１４年度に臨財債へ振替）及び臨財債の利払い充当分である。
・表示単位未満四捨五入の関係で合計と一致しない箇所がある。

（既往法定分）（臨時財政対策分）��
�
恒久的な減税に係る
特会借入金利子

�
�
�

（注）※一般会計加算総額
約３，０００ ＋ 約３１，３００ ＋ 約３００ ＝ 約３４，６００億円

財源対策債
約１９，２００億円

一般会計加算※
（既往法定分）

約３，０００億円

平成１４年度 財源不足の補てん措置
（恒久的な減税影響分を含まず）

約８４，５００億円

国負担分

地方負担分

一般会計加算※
（臨時財政対策分）

約３１，３００億円

交付税特会借入
約１０，４００億円

交付税特会借入
約１０，４００億円

臨時財政対策債
約３１，３００億円

☆臨時財政対策債
（１３年度補正対策による

特会借入金償還分等）
約９００億円

（１／８）

（１／８）

（３／８）

（３／８）

約３２，３００億円

�
�
�
�
�

臨時財政
対 策 債
合 計

○ 平成１３年度の制度改正を踏まえ、財源不足のうち財源対策債等を除いた残余については、国と地方が折半し、国負担分につ

いては一般会計からの繰入れにより、地方負担分については持例地方債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じることを

基本として対応

○ ただし、国及び地方の財政運営を勘案し、国負担、地方負担とも、その１／４は交付税特別会計借入金より補てん

（※）臨時財政対策債のうち、約９００億円程度は、平成１３年度補正対策による交付税特別会計借入金の償還（平成１４年度に臨時

財政対策債へ振替）及び臨時財政対策債の利払い充当分である。

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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� 恒久的な減税の実施による地方税の減収の補てん………１兆９，４００億円程度

恒久的な減税の実施に伴う補てん措置

� 国のたばこ税の一部の移譲………１，３００億円程度

� 法人税の交付税率の引上げ（平�～ ３５．８％）………４，２００億円程度

� 地方特例交付金………９０００億円程度

………�＋�＋�により、減収総額の３／４を補てん

� 減税補てん債により減収総額の１／４を補てん………４，９００億円程度

� 恒久的な減税の実施による地方交付税の減収の補てん………１兆５，１００億円程度

交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方折半で償還

（注）国負担借入金の利子については、一般会計加算により対応

※表示単位未満四捨五入の関係で合計が一致しない箇所がある。

恒久的な減税影響額
約３４，５００億円

国税の減税による
地方交付税影響分

約１５，１００億円

恒久的な減税による
地方税の減収

約１９，４００億円

平成１４年度 恒久的な減税に係る補てん措置

国税の減税による
地方交付税減収分

約１４，４００億円

税収の補てん
約１，３００億円

※国のたばこ税の一部移譲

地方交付税
約４，２００億円

法人税の交付税率引上げ
３２％→３５．８％

地方特例交付金
約９，０００億円

減税補てん債
約４，９００億円

国負担分利払
（一般会計加算）

約３００億円

国（１／２）
（交付税特会借入金）

約７，２００億円

地方（１／２）
（交付税特会借入金）

約７，２００億円

地方負担分利払
（交付税特会借入金）

約３００億円

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

国負担分

地方負担分

政 策
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４ 地方交付税総額の確保 １９兆５，４００億円程度

（対前年度比８，０００億円程度減、△４．０％程度）

（参考）臨時財政対策債を加算した場合 ２２兆７，７００億円程度（対前年度９，７００億円程度増、４．５％程度）

５ 地方債総額 １２兆６，５００億円程度（対前年度比７，４００億円程度増、６．２％）

（参考）臨時財政対策債を除いた場合 ９兆４，２００億円程度（対前年度１０，４００億円程度減、△９．９％程度）

� 地方交付税の法定率分 １２兆６，４００億円程度

平成１４年度の国税五税の収入見込額の一定割合の額から平成９年度・１０年度分精算額（８７０億円）を控除

� 一般会計における加算措置 ３兆４，６００億円程度

○ 既往法定分 ３，３００億円程度

○ 臨時財政対策分 ３兆１，３００億円程度

� 交付税特別会計借入金（新規増） ３兆５，６００億円程度

○ 通常収支の補てん分（国・地方折半で償還） ２兆 ９００億円程度

○ 恒久的な減税による交付税減収の補てん分（国・地方折半で償還） １兆４，８００億円程度

� 交付税特別会計借入金償還 △４００億円程度

平成１３年度補正対第による交付税特別会計借入金を償還（平成１４年度に臨時財政対策債へ振替〉

� 交付税特別会計借入金支払利子分 △５，７００億円程度

 交付税特別会計剰余金の活用 ４，８００億円程度

【臨時財政対策債】 ３兆２，３００億円程度

【減税補てん債】 ４，９００億円程度

【財 源 対 策 債】 １兆９，２００億円程度

【通 常 債】 ７兆 １００億円程度

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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! 平成１４年度の主要施策

１ 地方財政の健全化

地方財政計画の歳出について、国の歳出予算と歩を一にして徹底した見直しと重点的な配分

２ 地方単独事業（ソフト分）


給与関係経費 ２３兆７，０００億円程度（対前年度比０．２％程度）

・職員定数を１２，０００人程度削減

�一般行政経費 ２０兆８，１００億円程度（対前年度比１．０％程度）

うち地方単独事業 １１兆２，２００億円程度（対前年度比△０．３％程度）

・既定経費の徹底した見直し、いわゆる重点７分野への重点的配分

�投資的経費 ２４兆６，０００億円程度（対前年度比△９．５％程度）

うち地方単独事業 １５兆７，５００億円程度（対前年度比△１０．０％程度）

・国の公共投資関係費と同一の基調により、事業規模を減額

・ハコもの投資の抑制と基盤整備への重点化

（主な事業）

社会福祉系統 ４兆２，２００億円程度

国民健康保険財政基盤強化対策 １，４００億円程度

介護保険関連事業 ５８０億円程度

健康づくり事業 ６５０億円程度（新規）

環境対策 ２，８６０億円程度

わがまちづくり支援事業 ７５０億円程度

地域経済新生事業 ６００億円程度（新規）

共生のまちづくり対策 ５００億円程度（新規）

都市再生対策（ソフト事業） ５００億円程度

農山漁村関連対策

（農山漁村地域活性化事業、地域材利用促進対策等） ２，５４０億円程度

生活交通確保対策 ５６０億円程度

地域情報化推進事業 １，３１０億円程度

教育情報化対策 １，９６０億円程度

※重点７分野以外に係る既定の行政経費（�１７，７００億円）を概ね１０％削減し、重点７分野へ重点配分

※地域活力創出プラン関連事業（�１，５００億円）、地域スポーツ振興事業（�６００億円）等は上記事業等に再編

政 策
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３ 地方単独事業（ハード分）総額 １５兆７，５００億円程度

（対前年度比１７，５００億円程度減、△１０．０％程度）

地方財政計画計上額（公営企業繰出金） ３兆２，２００億円程度

（対前年度比５００億円程度減、△１．６％程度）

４ 地方公営企業関係施策

５ 公債費負担対策

地方団体の公債費負担の軽減を図るため、一定の公営企業金融公庫資金の借換え措置及び高利の地方債に対する特別交付

税措置等

（主な事業）

○地域活性化事業 ５，６００億円程度（新規）

循環型社会形成事業 ８００億円程度

少子・高齢化対策事業 １，０００億円程度

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

地域資源活用促進事業 ８００億円程度

都市再生事業 ２，０００億円程度

地域情報通信基盤整備事業 １，０００億円程度

○合併特例事業 ２，０００億円程度（一部新規）

○防災対策事業 １，３００億円程度

※地域総合整備事業（�１８，６３１億円）は廃止（継続事業分９，５００億円程度のみ計上）

（主要新規施策）

工業用水道事業経営健全化対策の創設

措置額 １５億円程度

第５次病院事業経営健全化措置の創設

措置額 ４７億円程度

公営企業金融公庫資金の公営企業債の借換え 対象地方債残高 ７００億円程度（５００団体程度）

高利の地方債に対する特別交付税措置 対象利子額 ４００億円程度（２，５００団体程度）

公債費負担の計画的な適正化に係る特別交付税措置

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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�
�
�
�
�
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�
�
�
�
�
�
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臨時財政対策債の発行 ３兆２，２６１億円

� 臨時財政対策債の発行

減税補てん債の発行 ４，８５５億円

� 減税補てん債の発行

財源対策債の発行 １兆９，２００億円

� 建設地方債の増発

平成１４年度地方債計画の概要

策定方針

平成１４年度の地方債計画は、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、極めて厳しい地方財政の状況の下で、

その健全性の確保に留意しつつ、地方公共団体が個性と活力ある地域社会の構築を目指して、循環型社会の形成、少子・高齢

化への対応、都市の再生、科学技術の振興、IT を活用した社会・経済活動の活性化等当面する政策課題に重点的・効率的に

対応しうるよう、所要の地方債資金の確保を図ることとして策定

総 額 １６兆５，２３９億円（前年度 １６兆４，９９８億円） ０．１％

＜うち通常分 １０兆８，８５８億円（前年度１２兆 ４４億円） △ ９．３％＞

普通会計分 １２兆６，４９３億円（前年度１１兆９，１０７億円） ６．２％

通 常 分 ７兆 １１２億円（前年度７兆４，１５３億円） △ ５．４％

特 別 分 ５兆６，３８１億円（前年度４兆４，９５４億円） ２５．４％

臨時財政対策債 ３兆２，２６１億円（前年度１兆４，４８８億円） １２２．７％

減税補てん債 ４，８５５億円（前年度 ４，９４８億円） △ １．９％

財源対策債 １兆９，２００億円（前年度２兆５，３００億円） △ ２４，１％

その他特別分 ６５億円（前年度 ２１８億円） △ ７０．２％

臨時財政対策債を除いた場合 ９兆４，２３２億円（前年度１０兆４，６１９億円） △ ９．９％

公営企業会計等分 ３兆８，７４６億円（前年度４兆５，８９１億円） △ １５．６％

主な特色

通常収支に係る地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行

恒久的な減税の実施に伴う減収の一部に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行

地方一般財源の不足に対処するための一般公共事業債、義務教育施設整備事業債、一般廃棄物処理事業債、一般事業債

(公園緑地事業）、地域活性化事業債、臨時地方道整備事業債及び臨時河川等整備事業債の一部に係る充当率の臨時的引上

げ等

政 策
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� 充当率の見直し

	 地方単独事業の重点的・効率的な推進


地域活性化事業の推進 ４，３１７億円

�合併特例事業の推進 １，８３５億円

� 防災対策事業の推進 １，０９５億円


 介護サービスの基盤の緊急整備の推進

� 臨時三事業の推進

ア 臨時地方道整備事業 １兆４，４７３億円

イ 臨時河川等整備事業 １，２６０億円

ウ 臨時高等学校整備事業 ９１３億円

一般公共事業債（従来の臨時的拡大分を含む。）に係る本来分の充当率を原則３０％とするとともに、上記�による充当

率の臨時的引上げ後の充当率を原則９０％としている

○ 地方単独事業については、地域の自立や活性化につながる基盤整備や生活関連社会資本整備を重点的・効率的に推進

できるよう、その所要額を確保

○ 地域総合整備事業は、継続事業について従前どおりの措置を講じることとしたうえで廃止

地域の活性化に向けた喫緊の政策課題である循環型社会の形成。少子・高齢化対策、地域資源の活用促進、都市再生、

科学技術の振興、情報通信基盤の整備を推進するため、一般単独事業債に新たに「地域活性化事業」を計上

自主的な市町村の合併をよリ一層強力に推進するため、合併重点支援地域において市町村が広域的に行う公共施設の整

備及び都道府県が行う交通基盤施設の整備並びに合併市町村におけるまちづくりの計画的な実施を支援することとし、一

般単独事業債に新たに「合併特例事業」を計上

災害に強い安全なまちづくりを推進するため、防災システムの IT 化などの防災基盤の整備及び公共施設等の耐震化を

重点的に実施することとし、一般単独事業債に新たに「防災対策事業」を計上

介護保険制度の円滑な運営を図るため、地方公共団体や社会福祉法人が地域の実情に応じて整備する小規模特別養護老

人ホーム、高齢者共同住宅などの介護サービス基盤の緊急整備を推進することとし、社会福祉施設整備事業等において、

所要額を確保

・ 介護サービス基盤の緊急整備 ５００億円（事業費ベース）

地域活性化の基盤となる地方道、河川等の整備を推進するため、臨時三事業の所要額を確保

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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� 地域総合整備資金貸付事業（ふるさと融資）の推進 ７００億円

辺地及び過疎対策事業の確保 ３，９００億円

� 辺地及び過疎対策事業

� 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

地方債資金の確保

官民一体となったふるさとづくりを積極的に支援するため、地域総合整備資金貸付事業の所要額を確保

過疎地域の自立促進のための施策を推進するとともに、辺地とその他の地域の格差是正を図るため、辺地及び過疎対策

事業の所要額を確保

○ 上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等

を踏まえ、所要額を確保

○ 広域化、安全対策を積極的に推進するとともに、経営健全化への取組みを支援

○ 下水道事業のうち流域下水道事業及び緊急下水道整備特定事業等並びに簡易水道事業については、事業年度における

一般会計繰出しに代えて、臨時的に公営企業債を措置

（単位：億円、％）
増減率
�／�
×１００

△ ２．７

△ ２．９

△ ２．０

△ ２．５

△ ３．１

４．４

皆減

１４．８

１．１

０．１

差 引
� － �

�
△２，１００

△１，５００

△ ２００

△ ４００

△ ６００

２，９４１

△ １００

２，５００

５４１

２４１

平成１３年度計画額

構成比％

４７．３

３１．４

６．０

９．９

１１．９

４０．８

０．１

１０．２

３０．５

１００．０

�

７８，１００

５１，８００

１０，０００

１６，３００

１９，６００

６７，２９８

１００

１６，９００

５０，２９８

１６４，９９８

平成１４年度計画額

構成比％

４６．０

３０．５

５．９

９．６

１１．５

４２．５

－

１１．７

３０．８

１００．０

�

７６，０００

５０，３００

９，８００

１５，９００

１９，０００

７０，２３９

－

１９，４００

５０，８３９

１６５，２３９

区 分

政 府 資 金

財政融資資金

郵 貯 資 金

簡 保 資 金

公営公庫資金

民 間 等 資 金

政府保証付外債

市 場 公 募

縁 故

合 計

政 策

１６平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



平成１４年度地方債計画
（単位：億円、％）

増 減 率
�／�×１００

△ １１．７

△ ８．６

１２．４

△ ７．２

△ ７．５

△ ８．９

△ ９．８

△ １４．９

皆増

皆増

皆増

△ ８．９

△ ７．４

△ ７．０

△ ７．１

△ １２．５

皆減

－

△ ８．０

△ １２．２

△ ７．１

△ ２１．７

０．０

△ ７０．２

△ １０．１

△ ２６．７

△ １０．３

△ ０．６

０．７

△ ９．６

△ ２４．９

△ １９．１

△ ２１．７

４．４

△ ５．３

△ ４２．０

△ ２２．６

△ １６．３

△ １６．４

△ １６．３

△ ３３．７

△ ３７．３

△ ２３．４

（△ ３３．７）

△ １６．１

△ １２．０

差 引
�－� �

△ ２，８８７

△ ２４９

３６

△ １８２

△ ４８

△ ４８２

△ ５，３９７

△ ２，９６８

４，３１７

１，８３５

１，０９５

△ ６９

△ １，１５２

△ ９５

△ ７０

△ １００

△１５，６７３

７，４８３

△ ３４０

△ ９０

△ ２５０

△ ７６

０

△ １５３

△ ９，７７８

△ ２，１０６

△ ３７

△ ２０

２１

△ ４１

△ ６９

△ ６２

△ ２０６

３５

△ ２４０

△ １４７

△ ７６

△ ９６７

△ ３，５８３

△ ３，５１９

△ ６４

△ ５０

△ ７５

（△ １３６）

△ ７，６０３

△１７，３８１

平成１３年度
計 画 額 �

２４，７６６

２，９０１

２９１

２，５４０

６４３

５，３９１

５５，０７４

１９，８５９

－

－

－

７７９

１５，６２５

１，３５５

９８３

８００

１５，６７３

－

４，２４０

７４０

３，５００

３５０

７００

２１８

９７，１１４

７，９００

３６０

３，２９４

２，８６７

４２７

２７７

３２４

９５０

７９７

４，５００

３５０

３３７

５，９２７

２１，７９８

２１，６０８

１９０

１３４

３２０

（４０４）

４７，２６８

１４４，３８２

平成１４年度
計 画 額 �

２１，８７９

２，６５２

３２７

２，３５８

５９５

４，９０９

４９，６７７

１６，８９１

４，３１７

１，８３５

１，０９５

７１０

１４，４７３

１，２６０

９１３

７００

－

７，４８３

３，９００

６５０

３，２５０

２７４

７００

６５

８７，３３６

５，７９４

３２３

３，２７４

２，８８８

３８６

２０８

２６２

７４４

８３２

４，２６０

２０３

２６１

４，９６０

１８，２１５

１８，０８９

１２６

８４

２４５

（２６８）

３９，６６５

１２７，００１

項 目

一 一 般 会 計 債

１ 一 般 公 共 事 業

２ 公 営 住 宅 建 設 事 業

３ 災 害 復 旧 事 業

４ 義 務 教 育 施 設 整 備 事 業

５ 社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業

６ 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業

７ 一 般 単 独 事 業

� 一 般 事 業

� 地 域 活 性 化 事 業

� 合 併 特 例 事 業

� 防 災 対 策 事 業

� 自 然 災 害 防 止 事 業

	 臨 時 地 方 道 整 備 事 業


 臨 時 河 川 等 整 備 事 業

� 臨 時 高 等 学 校 整 備 事 業

� 地域総合整備資金貸付事業


 地 域 総 合 整 備 事 業

� 旧地域総合整備事業（継続事業分）
８ 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

� 辺 地 対 策 事 業

� 過 疎 対 策 事 業

９ 首 都 圏 等 整 備 事 業

１０ 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

１１ 調 整

計

二 公 営 企 業 債

１ 上 水 道 事 業

２ 工 業 用 水 道 事 業

３ 都 市 高 速 鉄 道 事 業

� 一 般 分

� 特 別 分

４ 一 般 交 通 事 業

５ 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

６ 簡 易 水 道 事 業

７ 港 湾 整 備 事 業

８ 病 院 事 業

９ 介 護 サ ー ビ ス 施 設 整 備 事 業

１０ 市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

１１ 地 域 開 発 事 業

１２ 下 水 道 事 業

� 一 般 分

� 特 別 分

１３ 有料道路事業・駐車場整備事業

１４ 観 光 そ の 他 事 業

１５ 公有林整備事業・草地開発事業

計

合 計

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日

政 策

１７



����������������������������������������������������������

（備考）
１ 公園緑地事業及び高等学校整備事業は、一般事業に移し替えている。
２ 従前の地域改善対策事業については、一般対策としてそれぞれの事業債で措置することとしている。
３ 公有林整備事業・草地開発事業の（ ）書は、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて融
資するものであって外書である。

（単位：億円、％）

う
ど
ん
に
は
七
味
唐
辛
子
を
た
っ
ぷ
り
と

春
の
到
来
を
目
前
に
し
て
、
寒
さ
が
極
ま
っ
て
い
ま
す
。
こ
ん
な
と

き
は
、
温
か
い
も
の
が
い
ち
ば
ん
。〈
き
つ
ね
う
ど
ん
〉
な
ど
、
お
す

す
め
。
出
汁
の
き
い
た
薄
味
の
汁
で
、
腰
の
強
い
太
い
う
ど
ん
を
煮
込

み
、
甘
く
煮
た
油
揚
げ
が
の
っ
て
い
る
、
あ
れ
、
で
す
。
本
場
、
大
阪

で
は
〈
け
つ
ね
う
ど
ん
〉。
こ
れ
を
一
味
引
き
立
て
る
の
が
〈
七
味
唐

辛
子
〉。
生
唐
辛
子
、
焙
煎
唐
辛
子
、
黒
ゴ
マ
、
陳
皮
（
ミ
カ
ン
の
皮

を
乾
燥
し
た
も
の
）、
サ
ン
シ
ョ
ウ
の
実
、
ケ
シ
の
実
、
麻
の
実
、
の

七
種
類
を
ブ
レ
ン
ド
す
る
。
元
来
、
漢
方
の
薬
種
で
、
七
味
そ
れ
ぞ
れ

に
薬
効
が
あ
る
と
い
わ
れ
る
。
唐
辛
子
は
寒
い
と
き
に
は
発
熱
、
暑
い

と
き
に
は
発
汗
、
そ
し
て
食
欲
増
進
。
ゴ
マ
は
滋
養
強
壮
。
陳
皮
は
咳

止
め
。
サ
ン
シ
ョ
ウ
の
実
は
健
胃
・
整
腸
、
そ
し
て
解
毒
。
ケ
シ
と
麻

の
実
は
精
神
安
定
、
と
。
こ
の
〈
七
味
唐
辛
子
〉
の
元
祖
は
東
京
・
浅

草
の
「
や
げ
ん
堀
七
味
唐
辛
子
本
舗
」、
寛
永
二
年
（
一
六
二
五
）
の

発
売
と
伝
え
ら
れ
ま
す
。咳
き
込
ま
な
い
程
度
に
た
っ
ぷ
り
と
ふ
っ
て
、

召
し
上
が
れ
。

春
の
味
、
か
ら
し
菜

割
に
や
わ
ら
か
く
食
べ
ご
ろ
の
〈
か
ら
し
菜
〉
が
出
始
め
ま
す
。
春

に
さ
き
が
け
て
春
の
味
を
味
わ
い
ま
し
ょ
う
。
な
ん
と
い
っ
て
も
、
浅

漬
け
、
が
簡
単
。
浅
漬
用
の
容
器
、
な
け
れ
ば
、
ネ
ジ
蓋
の
広
口
ビ
ン

を
用
意
し
ま
し
ょ
う
。〈
か
ら
し
菜
〉
を
水
洗
い
し
、
ざ
る
に
ひ
ろ
げ

て
熱
湯
を
か
け
る
か
、
熱
湯
に
く
ぐ
ら
せ
る
。
こ
の
と
き
、
茎
の
部
分

は
多
め
に
、
葉
の
部
分
は
少
な
め
に
。
そ
し
て
、
素
早
く
水
に
と
り
冷

や
す
。
よ
く
水
を
切
り
、
適
量
の
塩
を
ふ
っ
て
、
漬
け
込
む
。
ビ
ン
の

場
合
は
、
ぎ
ゅ
う
ぎ
ゅ
う
に
押
し
込
ん
で
蓋
を
す
る
。
一
、
二
時
間
で

食
べ
ら
れ
ま
す
。
ご
飯
の
お
か
ず
の
こ
と
を
、
お
菜
、
と
い
う
ぐ
ら
い

で
す
か
ら
、
ご
飯
で
食
べ
る
の
が
い
ち
ば
ん
。
ほ
か
ほ
か
の
炊
き
た
て

ご
飯
に
、
少
々
醤
油
を
つ
け
た〈
か
ら
し
菜
漬
〉を
の
せ
て
口
に
運
ぶ
。

ふ
く
よ
か
に
香
る
ご
飯
、
独
特
の
辛
味
と
し
ゃ
き
っ
と
し
た
歯
ざ
わ
り

の
〈
か
ら
し
菜
漬
〉、
香
り
た
つ
醤
油
、
こ
の
三
者
、
そ
れ
ぞ
れ
に
個

性
を
主
張
し
あ
っ
て
舌
の
上
で
一
緒
に
な
る
。な
ん
と
い
う
お
い
し
さ
。

こ
れ
ぞ
、
菜
食
、
の
原
点
。

味味味味味味味味味味味味味味味味味味

覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚覚

歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳

時時時時時時時時時時時時時時時時時時

記記記記記記記記記記記記記記記記記記

増 減 率
�／�×１００

１６．７

△ ２７．２

△ １．９

１２２．７

（△ ３３．７）

０．１

６．２

△ １５．６

△ ２．７

△ ２．９

△ ２．０

△ ２．５

△ ３．１

４．４

皆減

１４．８

１．１

差 引
�－� �

１００

△ １５８

△ ９３

１７，７７３

（△ １３６）

２４１

７，３８６

△７，１４５

△２，１００

△１，５００

△ ２００

△ ４００

△ ６００

２，９４１

△ １００

２，５００

５４１

平成１３年度
計 画 額 �

６００

５８０

４，９４８

１４，４８８

（４０４）

１６４，９９８

１１９，１０７

４５，８９１

７８，１００

５１，８００

１０，０００

１６，３００

１９，６００

６７，２９８

１００

１６，９００

５０，２９８

平成１４年度
計 画 額 �

７００

４２２

４，８５５

３２，２６１

（２６８）

１６５，２３９

１２６，４９３

３８，７４６

７６，０００

５０，３００

９８，００

１５，９００

１９，０００

７０，２３９

－

１９，４００

５０，８３９

項 目

三 公 営 企 業 借 換 債

四 特 別 転 貸 債

五 減 税 補 て ん 債

六 臨 時 財 政 対 策 債

総 計

普 通 会 計 分

公 営 企 業 会 計 等 分

（ 資 金 区 分 ）

政 府 資 金

財 政 融 資 資 金

郵 貯 資 金

簡 保 資 金

公 営 公 庫 資 金

民 間 等 資 金

政 府 保 証 付 外 債

市 場 公 募

縁 故

内

訳

政 策

１８平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



� 外形標準課税について

�
�
�

法人事業税への外形標準課税の導入は、すべての法人が、その事業活動規模に応じて薄く広く、かつ、公平に地方公共団体の

幅広い行政サービスの対価を負担するものである。このことは、応益課税としての事業税の性格を明確にし、地方公共団体には、

地方分権を支える安定的な地方税源を保障するものとなる等、地方税として望ましい方向の改革である。

平成１４年度税制改正においては、付加価値額を基本としつつ、資本等の金額による課税方式を補完的に併用する案を示した。

この案では、報酬給与部分の割合が大幅に下がり、課税の仕組みが簡素化されたが、なお、さまざまな意見があり、結論を得る

に至らなかった。

今後、各方面の意見を聞きながら検討を深め、具体案を得たうえで、景気の状況等も勘案しつつ、平成１５年度税制改正を目途

にその導入を図る。

平成１４年度地方税制改正（案）について

１ 税額

２ 課税標準
所得割 所得
付加価値割 付加価値額（報酬給与額＋純支払利子＋純支払賃借料±単年度損益）
資本割 資本等の金額（資本の金額又は出資金額＋資本積立金額）

３ 税率
所得割 ４．８％（現行の１/２に引下げ）
付加価値割 ０．６６％ 大法人・中小法人の税負担の比率（概ね６：４）
資本割 ０．４８％ が、全体として変わらないように税率を設定。

※１ 税額に占める報酬給与部分の割合を旧自治省案に比ペ大幅に引下げ（２割程度に）
※２ 資本金１０００万円未満の法人（約１３０万社、全法人の５３％）は、定額年４．８万円（簡易

外形税額）を選択可能
※３ 現下の経済状況等を勘案しつつ、できるだけ円滑な導入を図るため、実施当初３年

間の導入割合は１/４

外形基準の部分について、付加価値額を基本としつつ、資本等

の金額による課税方式を補完的に併用。

（概ね、所得割３：付加価値割２：資本割１）

法人事業税額 ＝ 所得割 ＋ 付加価値割 ＋ 資本割

��������������
外形基準

【改革案の概要】

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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� 固定資産税における情報開示の推進

改 正 案

新たに整備する縦覧帳簿（仮称）で他の
土地や家屋の評価額を縦覧可能とする。
（効 果）自己の資産の評価額が適正か判

断しやすくなる。

現 行

縦覧範囲は、固定資産課税台帳の自己の
資産に関する部分に限定。

	 土地・住宅税制

平成１４年度地方税制改正（案）の概要

固定資産税に対する納税者の信頼を確保するとともに、市町村による資産評価事務の一層の適正化等を図るため、固定資産税

における情報開示を推進するための制度改正を実施する。

１ 縦覧制度の改正

納税者が、固定資産の評価額が適正かどうかを判断するのに寄与するよう、縦覧対象範囲を拡充する。

併せて、縦覧期間及び固定資産評価審査委員会に対する審査申出期間等の改正を実施する。

２ 固定資産課税台帳の閲覧制度、評価額の証明制度の創設

固定資産課税台帳の閲覧制度及び固定資産の評価額等の証明制度を創設するとともに、借地人・借家人等が、借地・借家対

象資産の固定資産税額を閲覧できる措置を講ずる。

３ その他固定資産税の情報開示の推進について

上記のほか、納税者が自分で税額を計算できるよう、現在の課税明細書の記載項目を充実する等固定資産税に係る情報開示

を推進するための制度改正を実施する。

４ 施行期日

一部を除いて、平成１５年４月１日から施行する。

１ 特別土地保有税の徴収猶予制度の拡大


 計画変更等の時点要件の撤廃

事業計画変更等に係る特例措置の時点要件（平成１３年４月１日において徴収猶予を受けている者に限る。）を撤廃し、平

成１３年４月２日以降に徴収猶予を受けている者についても、計画変更等ができるよう措置する。

� 計画変更等の対象範囲の拡大

事業計画変更等に係る特例措置の対象に現行の住宅等のみでなく、建物・構築物（オフィスビル、店舗等）を追加し、変

更した計画に基づき当該建物・構築物が整備された場合にも納税義務が免除されるよう措置する。

政 策

２０平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



� 金融・証券関連税制


 その他の主な改正項目

２ 民間活力を活かした市街地再開発事業に係る特例措置

都市再開発法の改正により、一定の民間事業者による市街地再開発事業の施行が制度化されることに伴い、不動産取得税、

固定資産税、特別土地保有税及び事業所税において所要の税制上の措置を講ずる。

３ マンション建替え事業の制度化に伴う税制上の措置

マンションの建替えの円滑化等に関する法律（仮称）の制定によりマンション建替え事業が創設されることに伴い、不動産

取得税、特別土地保有税、事業所税等において所要の税制上の措置を講ずる。

４ 新築住宅に係る固定資産税の軽減措置の適用期限の延長

新築住宅に係る固定資産税の軽減措置（一般住宅：最初の３年間税額の１/２を軽減、中高層耐火住宅：最初の５年間税額の

１/２を軽減）の適用期限を２年延長する。

５ 個人住民税における土地等の譲渡益に対する９％税率の廃止

個人住民税において平成１６年度分までその適用が停止されている土地・建物等に係る長期譲渡所得に対する税率について、

課税長期譲渡所得金額８，０００万円超の部分の９％の税率を廃止するとともに、当該部分の税率を７．５％とする。

○ 個人住民税における株式等譲渡益に係る申告不要の特例の創設

平成１５年１月からの申告分離課税への一本化に当たり、一般の個人投資家の申告負担の軽減に配慮する観点から以下の措置

を創設する。


 証券会社は、一定の特定口座（１証券会社当たり１口座限定）を設定している投資家について、当該特定口座内の年間譲

渡損益等を一括記載した報告書（年間取引報告書（仮称））を作成し、当該投資家の翌年１月１日現在の住所所在の市町村の

長に同月３１日までに提出する。

� 次のいずれかに該当する一定の投資家は、道府県民税及び市町村民税の申告書を提出することを要しない（申告不要）。

・ 前年中に特定口座内上場株式等の譲渡に係る所得のみを有する者

・ 前年中に特定口座内上場株式等の譲渡に係る所得及び給与所得のみを有する者

・ 前年中に特定口座内上場株式等の譲渡に係る所得及び公的年金等に係る所得のみを有する者

１ 連結納税制度への地方税の対応

法人事業税及び法人住民税については、地域における受益と負担との関係等に配慮し、単体法人を納税単位とする。

各法人の課税標準については、基本的には、法人税の連結所得金額及び連結税額の計算過程において連結グループ内の単体

法人に配分される所得金額又は税額を基に算定する仕組みとする。

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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所得金額≦３５万円 × 家族数 ＋ 加算額 ３６万円

所得金額≦３５万円 × 家族数 ＋ 加算額 ３２万円

改 正 案

現 行

所得金額≦３５万円 × 家族数 ＋ 加算額 ２４万円

所得金額≦３５万円 × 家族数 ＋ 加算額 １９万円

改 正 案

現 行

（注）
及び�の加算額は、控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合のみ加算

２ 個人住民税の所得割及び均等割の非課税限度額の引上げ

低所得者層の税負担に配慮するため、平成１４年度分以後の個人住民税所得割及び均等割の非課税限度額を引き上げる。


 所得割の非課税限度額

� 均等割の非課税限度額

３ 認定農業者が取得する創設農用地に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の創設

市町村が認定する担い手農業者が創設農用地を取得した場合

→ 課税標準から農用地の価格の１/３を控除

４ 漁協等の信用事業譲渡に係る課税標準の特例措置の創設

（不動産取得税） （特別土地保有税）

信用事業の全部譲渡 価格の１/２控除 非課税（取得分）

（～H１５．３．３１）

５ と畜場におけるBSE対策関連設備に係る固定資産税の特例措置の創設

と畜場に設置される牛海綿状脳症（BSE）対策実施のための償却資産（冷却保存設備、洗浄・消毒装置、せき髄除去装置、

頭部破砕機、焼却炉）に係る課税標準の特例措置の創設 →最初の３年間 １/２

（～H１６．３．３１）

６ 鉄道事業者が取得した安全対策施設に係る固定資産税の特例措置の拡充

鉄道事業者が政府から近代化設備助成を受けて取得したATS等の安全対策施設に係る課税標準の特例措置の特例率の拡充

→最初の５年間 １/４（現行は１/２）

（～H１５．３．３１）

７ 新世代通信網を構築する施設に係る固定資産税の特例措置の拡充

新世代通信網を構築する施設に係る課税標準の特例措置の対象に、IPv６対応型ルーターを追加

８ 公害防止用設備、廃棄物再生処理施設に係る固定資産税の特例措置の見直し

公害防止用設備、廃棄物再生処理施設に係る課税標準の特例措置について、所要の見直しを行ったうえで、対象に廃棄物焼

却溶融施設、土壌浄化施設、食品循環資源メタン化設備、廃木材乾燥熱圧装置を追加

政 策
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内 容

金融業及び金融関連業の用に供する土地
特別土地保有税 非課税

一定の産業の用に供する土地
特別土地保有税 非課税

一定の産業の用に供する施設
事 業 所 税 新増設 非課税

資産割 ５年間１/２控除

経営革新計画又は経営基盤強化計画による事業の用に供する土地
特別土地保有税 非課税

経営基盤強化計画による事業の用に供する施設
事 業 所 税 非課税

一定の事業の用に供する土地
特別土地保有税 非課税

一定の情報通信産業の用に供する土地
特別土地保有税 非課税

一定の情報通信産業の用に供する施設
事 業 所 税 新増設 非課税

資産割 ５年間１/２控除

観光関連の特定施設の用に供する土地
特別土地保有税 非課税

観光関連の特定施設
事 業 所 税 新増設 非課税

資産割 ５年間１/２控除

区 分

金 融 業 務 特 別 地 区 （ 仮 称 ）

産 業 総 合 振 興 地 域 （ 仮 称 ）

沖 縄 型 重 要 産 業 分 野 の
中 小 企 業 発 展 支 援 制 度

自 由 貿 易 地 域
特 別 自 由 貿 易 地 域

情 報 通 信 産 業 振 興 地 域

観 光 振 興 地 域

９ 低燃費車に係る自動車取得税の課税標準の特例措置の延長

課税標準から３０万円を控除する特例措置の１年延長

１０ 沖縄振興関係税制


沖縄振興特別措置法（仮称）の制定に伴う各種制度の創設に伴い、特別土地保有税及び事業所税について以下の措置を講

ずる。

� その他の沖縄振興関係税制として、次の措置を講ずる。

� 離島における旅館業用建物等の用に供する土地に係る特別土地保有税の非課税措置の延長

� 沖縄電力株式会社に係る事業税及び固定資産税の特例措置の延長

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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� 非課税等特別措置の整理合理化（主な項目）

１ 一般電気事業者等が設置する変電施設に係る固定資産税の特例措置

一般電気事業者等が設置する変電施設に係る課税標準の特例措置の特例率を改める。

→最初の５年間３/５、その後５年間３/４

（現行：最初の５年間１/２、その後５年間３/４）

２ JR北海道等が旧国鉄から承継した資産に係る固定資産税の特例措置

JR 北海道、四国、九州及び JR貨物が旧日本国有鉄道から承継した資産に係る課税標準の特例措置の特例率を改める。

→価格の３/５（現行：価格の１/２）

３ 特定優良賃貸住宅に係る固定資産税の特例措置

特定優良賃貸住宅に係る固定資産税の軽減措置の軽減率を改める。

→税額の３/５減額（現行：税額の２/３減額）

※ 平成１４年度改正における非課税等特別措置の整理合理化状況

廃 止 ３４件
縮減合理化 ６１件
合 計 ９５件

平成１４年度予算主要事項一覧表（地方自治関係）
（単位：百万円）

備 考
比 率
�／�

％

１０１．２

１００．２

１００．０

皆減

７８．２

９２．１

１０１．１

５８．９

８６．６

９５．２

皆減

１２３．０

差 引 額

１８６，８４０

１，７７０

０

△５５

△６５９

△１２１

３３９

△３０

△１４８

△９１０

△６３，４９０

５２２

平成１４年度
予 算 計 上
予 定 額 �

１６，１０７，９８７

９０３，５８８

３０，１５０

０

２，３６７

１，４１９

３１，８９３

４３

９６０

１８，０９０

－

２，７９２

平成１３年度
当初予算額
�

１５，９２１，１４７

９０１，８１８

３０，１５０

５５

３，０２６

１，５４０

３１，５５４

７３

１，１０８

１９，０００

６３，４９０

２，２７０

事 項

○地方交付税交付金財源繰入れ経費

○地方特例交付金財源繰入れ経費

○基地交付金及び調整交付金

○新産業都市等建設事業債調整分利子補給金

○公営地下高速鉄道事業助成費

○明るい選挙推進費

○政党助成費

○在外選挙管理費

○過疎地域振興対策費

○消防防災施設等整備費

○参議院議員通常選挙執行等経費

○市町村合併推進費

政 策
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た
、
現
下
の
厳
し
い
経
済
情
勢
の

中
、少
子
高
齢
化
等
の
進
展
を
踏
ま
え
、

昨
年
度
同
様
に「
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
」

や
「
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
２１
」
等
の
施
策

の
強
化
・
拡
充
が
図
ら
れ
て
い
る
。

〔
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
〕

国
保
関
係
予
算
で
は
、
国
保
助
成
費

が
六
・
一
％
増
の
三
兆
八
、
三
一
一
億

円
（
前
年
度
予
算
比
二
、
〇
〇
〇
億
円

増
）
と
当
初
予
算
で
は
過
去
最
高
額
が

計
上
さ
れ
た
。
内
訳
を
み
る
と
、
�
国

保
特
別
対
策
費
補
助
金
が
四
七
・
二
億

円
（
う
ち
、
市
町
村
分
が
一
三
・
〇
億

円
）
�
療
養
給
付
費
等
補
助
金
が
一
、

七
三
四
・
三
億
円
（
う
ち
、
出
産
育
児

一
時
金
補
助
金
が
二
四
・
七
億
円
）、

�
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
補
助
金
が

一
、
一
六
二
・
九
億
円
、
�
介
護
納
付

金
補
助
金
が
一
九
九
・
〇
億
円
、
�
療

養
給
付
費
等
負
担
金
が
一
兆
六
、
四
三

八
・
二
億
円
（
う
ち
、
保
険
基
盤
安
定

等
負
担
金
が
一
、
四
九
三
・
五
億
円
、

事
務
費
負
担
金
が
四
一
・
一
億
円
）、

�
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
負
担
金
が

九
、
五
四
一
・
五
億
円
、
�
介
護
納
付

金
負
担
金
が
一
、
七
六
四
・
〇
億
円
、

�
財
政
調
整
交
付
金
が
四
、
四
七
七
・

九
億
円
、
	
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金

財
政
調
整
交
付
金
が
二
、
三
八
五
・
四

億
円
、


介
護
納
付
金
財
政
調
整
交
付

金
が
四
四
一
・
〇
億
円－

等
を
計
上
し

て
い
る
。

地
方
交
付
税
措
置
と
し
て
、
平
成
十

三
年
度
限
り
の
暫
定
措
置
と
さ
れ
て
い

た
「
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
」
及

び
「
高
額
医
療
費
共
同
事
業
」
に
つ
い

て
は
、
共
に
前
年
度
同
額
の
一
、
〇
〇

〇
億
円
及
び
四
〇
〇
億
円
が
措
置
さ

れ
、
平
成
十
五
年
度
以
降
も
継
続
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
、「
高
額
医
療
費
共
同

事
業
」
に
つ
い
て
は
、
国
保
連
を
事
業

主
体
と
し
て
事
業
規
模
を
拡
充
し
、
制

度
化
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
ま
た
、

市
町
村
国
保
の
財
政
基
盤
を
強
化
す
る

た
め
、
低
所
得
者
を
多
く
抱
え
る
保
険

者
を
財
政
的
に
支
援
す
る
「
保
険
者
支

援
制
度
（
仮
称
）」を
新
設
す
る
と
と
も

に
、
市
町
村
国
保
の
広
域
化
や
合
併
の

際
の
保
険
料
標
準
化
等
を
無
利
子
貸
付

等
に
よ
り
支
援
す
る
た
め
、
平
成
十
六

年
度
ま
で
に
総
額
三
〇
〇
億
円
（
国
及

び
都
道
府
県
が
折
半
）
の
「
国
保
広
域

化
等
支
援
基
金
（
仮
称
）」が
創
設
さ
れ

る
こ
と
と
な
り
、
国
保
基
金
事
業
費
等

補
助
金
と
し
て
五
六
・
三
億
円
が
措
置

さ
れ
た
。

な
お
、
老
人
医
療
費
拠
出
金
の
算
定

方
法
に
つ
い
て
は
、
拠
出
金
負
担
の
一

層
の
公
平
化
を
図
る
観
点
か
ら
、
拠
出

金
算
定
に
係
る
老
人
加
入
率
上
限
を
撤

廃
す
る
と
と
も
に
、
退
職
者
に
係
る
拠

出
金
に
つ
い
て
は
退
職
者
医
療
制
度
に

お
い
て
負
担
す
る
こ
と
に
見
直
さ
れ

た
。

〔
老
人
保
健
福
祉
関
係
〕

介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て
は
、
介
護

保
険
制
度
の
安
定
的
運
営
の
確
保
と
し

て
一
兆
四
、
八
四
〇
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。
内
訳
を
み
る
と
、
�
介
護
給
付
費

負
担
金
が
九
、
〇
四
〇
億
円
、
�
調
整

交
付
金
が
二
、
二
六
〇
億
円
、
�
介
護

保
険
事
務
費
交
付
金
が
二
五
二
億
円
、

�
財
政
安
定
化
基
金
負
担
金
が
二
二
六

億
円
、
�
介
護
保
険
広
域
化
支
援
事
業

が
五
億
円－

等
と
な
っ
て
い
る
。

平成１４年度
関係省庁予算

［特集］

厚生労働省
社会保障関係予算・施策の概要
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そ
の
他
、
介
護
保
険
制
度
の
着
実
な

実
施
を
図
る
た
め
、
�
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ

ン
２１
の
着
実
な
推
進
と
し
て
二
、
二
九

八
億
円
、
�
介
護
予
防
・
生
活
支
援
事

業
の
着
実
な
推
進
と
し
て
五
〇
〇
億

円
、
�
保
健
事
業
の
推
進
と
し
て
二
九

九
億
円
、
�
介
護
支
援
専
門
員
（
ケ
ア

マ
ネ
ジ
ャ
ー
）
に
対
す
る
支
援
等
に
よ

る
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
と
し
て

五
六
億
円
、
�
介
護
報
酬
見
直
し
に
向

け
た
取
組
み
と
し
て
三
七
億
円
、
�
要

介
護
認
定
の
仕
組
み
の
検
討
と
し
て
一

六
億
円
、
�
福
祉
用
具
・
住
宅
改
修
の

普
及
・
適
切
な
活
用
の
促
進
と
し
て
五

・
三
億
円－

等
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、「
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
２１
」（
参

考
１
参
照
）
の
平
成
十
四
年
度
の
整
備

量
は
、
�
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
が
一

三
、
〇
〇
〇
人
分
、
�
介
護
老
人
保
健

施
設
が
七
、
〇
〇
〇
人
分
、
�
グ
ル
ー

プ
ホ
ー
ム
が
五
〇
〇
か
所
、
�
シ
ョ
ー

ト
ス
テ
イ
が
五
、
〇
〇
〇
人
分
、
�
デ

イ
サ
ー
ビ
ス
及
び
デ
イ
ケ
ア
が
一
、
〇

〇
〇
か
所
、
�
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
が
一
、
〇
〇
〇
か
所
、
�
ケ
ア
ハ
ウ

ス
が
三
、
七
〇
〇
人
分
、
�
生
活
支
援

ハ
ウ
ス
が
一
一
〇
か
所
ー
等
の
整
備
拡

充
を
目
標
と
し
て
い
る
。

な
お
、
平
成
十
五
年
度
か
ら
、
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
は
、
入
居

者
の
尊
厳
を
重
視
す
る
観
点
か
ら
、
従

来
の
四
人
部
屋
か
ら
個
室
・
ユ
ニ
ッ
ト

ケ
ア
を
特
徴
と
す
る
新
型
特
養
の
整
備

を
推
進
す
る
こ
と
と
な
り
、
新
型
特
養

の
入
居
者
に
つ
い
て
は
、
低
所
得
者
に

配
慮
し
つ
つ
、
ホ
テ
ル
コ
ス
ト
の
負
担

を
求
め
る
こ
と
と
な
る
。

〔
児
童
家
庭
関
係
〕

少
子
化
対
策
で
は
、
安
心
し
て
子
ど

も
を
産
み
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
環
境

づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、「
新
エ
ン

ゼ
ル
プ
ラ
ン
」（
参
考
２
参
照
）
を
着

実
に
推
進
す
る
な
ど
、
子
育
て
支
援
策

を
総
合
的
に
講
じ
る
と
と
も
に
、
家
庭

と
仕
事
の
両
立
を
支
援
す
る
施
策
を
推

進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

平
成
十
四
年
度
予
算
で
は
、
�
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
と
し
て
四
、
七
八
〇

億
円
、
�
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
の
着
実

な
推
進
と
し
て
三
、
三
〇
四
億
円
、

�
総
合
的
な
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
対

策
と
児
童
扶
養
手
当
制
度
の
見
直
し
と

し
て
二
、
六
九
二
億
円
、
�
子
育
て
家

庭
へ
の
支
援
等
と
し
て
二
、
一
一
九
億

円
、
�
児
童
虐
待
防
止
対
策
の
充
実
と

し
て
三
二
億
円
ー
等
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
の
平
成

十
四
年
度
の
整
備
量
は
、
�
低
年
齢
児

受
入
れ
が
二
・
六
万
人
、
�
延
長
保
育

が
一
、
〇
〇
〇
か
所
、
�
休
日
保
育
が

二
五
〇
か
所
、
�
地
域
子
育
て
支
援
セ

ン
タ
ー
が
三
〇
〇
か
所
、
�
一
時
保
育

が
一
、
〇
〇
〇
か
所
、
�
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
が
八
〇
〇
か
所
ー
等
の
整
備
拡

充
を
目
標
と
し
て
い
る
。

政 策

２６平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



１．国民健康保険関係予算

２．高齢者保健福祉関係予算

厚生労働省関係予算

備 考

３．２％増

対 前 年 度
比較増△減

億円

５，８０２

平成１４年度
予 算 額

億円

１８６，６８４

平成１３年度
予 算 額

億円

１８０，８８２

事 項

一 般 会 計

備 考

・市町村 １３億円、国保組合 ３４．２億円

・（新目）国民健康保険基金事業費等補助金（仮称）に振替

・国保広域化等支援基金（仮称）の創設

（１２”） （１３”）

・国保組合への特別助成 ２５３．５億円→２６１．９億円

特別調整補助金 ２１７．５億円→２２９．５億円

特別対策費補助金 ３６．０億円→３２．４億円

・基盤 １，４８３億円、基準超過 １１億円

・市町村（介護 １２．２億円）

国保組合（医療 ２８．０億円、介護 ０．８億円）

対 前 年 度
比較増△減

２２０，０１２

△７８０

△１，０００

△７０５

５，６３４

△２，７３７

△２，７０４

△３３

７，６９８

△２，２５０

４０，３６０

２８，０５０

１２，３４５

△３５

１３１，４１１

△１，０２０

１０，８０５

３２，８５２

△２５５

平成１４年度
予 算 額

３，８３１，１００

４，７２０

６，３１３

０

５，６３４

１７３，４３３

１７０，９６６

２，４６７

１１６，２９４

１９，８９９

１，６４３，８２０

１，４９０，３６１

１４９，３５３

４，１０６

９５４，１５３

１７６，４０４

４４７，７９１

２３８，５３８

４４，１０１

平成１３年度
予 算 額

３，６１１，０８８

５，５００

７，３１３

７０５

－

１７６，１７０

１７３，６７０

２，５００

１０８，５９６

２２，１４９

１，６０３，４６０

１，４６２，３１１

１３７，００８

４，１４１

８２２，７４２

１７７，４２４

４３６，９８６

２０５，６８６

４４，３５６

事 項

国民健康保険関係予算
�国民健康保険特別対策費補助金
�国民健康保険団体連合会等補助金

国民健康保険保険者等指導監督等補助金
�国民健康保険基金事業費等補助金（仮称）
�療養給付費等補助金
・療養給付費補助金

・出産育児一時金補助金

�老人保健医療費拠出金補助金
�介護納付金補助金
�療養給付費等負担金
・療養給付費負担金

・保険基盤安定等負担金

・事務費負担金

�老人保健医療費拠出金負担金
�介護納付金負担金
�財政調整交付金
�老人保健医療費拠出金財政調整交付金
�介護納付金財政調整交付金

備 考

※平成１３年度予算額 １，７４０，１００

・広域化及び市町村合併を図る市町村に対して広域化等の為のシス
テム整備を支援

・ケアマネジメントリーダー活動支援事業 ３１０
・在宅介護支援センター運営事業費のうち ２，０００
ケアマネジメントリーダーの配置に関す
る経費
・介護支援専門員現任研修事業の充実等

１８０

平成１４年度
予 算 額

１，７９８，１００
１，４８４，０００
９０４，０００
２２６，０００
２２，６００
２５，２００
５００

２２９，８００
１０６，４００

５，６００

２，７００

６４０

事 項

老人保健福祉関係予算
�介護保険制度の安定的運営の確保
・介護給付費負担金
・調整交付金
・財政安定化基金負担金
・介護保険事業費交付金
・介護保険広域化支援事業費

�ゴールドプラン２１の着実な推進
・特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、痴
呆性高齢者グループホーム等の整備


介護保険支援専門員（ケアマネジャー）に対す
る支援等による介護サービスの質の向上
・介護保険支援専門員（ケアマネジャー）に対す
る支援及び資質の向上

・痴呆介護技術等に関する研究と指導者の養成

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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３．児童家庭対策関係予算

備 考

・（新規）「食」の自立支援事業、痴呆性高齢者家族やすらぎ支援事

業、高齢者住宅等安心確保事業

平成１４年度
予 算 額

１，６００

３，７００

３，５００

２５０

５３０

２３０

２４０

５８

５０，０００

２９，９００

２６，８００

事 項

�要介護認定の仕組みの検討
�介護報酬見直しに向けた取組
・介護報酬見直しに係るシステム改修

・介護事業経営実態調査

�福祉用具、住宅改修の普及・適切な活用の促進
・福祉用具、住宅改修研修事業

・福祉用具、住宅改修地域利用促進事業

・福祉用具、住宅改修活用広域支援事業

�介護予防・生活支援事業の着実な推進
�保健事業の推進
・保健事業第４次計画の着実な推進

備 考

４４９，４３８
１４，２２５

１５，５８１
１，２７１

２５０
６０
１２８
１３４

２７，１６０

２２５
５，１２６
３，９８８
２，２６８
２，９６０
１３９

２４６
３２
２４
９１
５９
７３６

※平成１３年度予算
・保育所の受入れ児童数の増大

１９０．７万人→１９５．５万人
・保育所緊急整備
・家庭的保育事業の促進
（新規）
・送迎保育ステーション試行事業の創設
・駅前保育サービス提供施設等促進事業の創設
・認可化移行促進事業の創設
・待機児童解消の為の保育施設の推進等
・延長保育の推進 ９，０００カ所→１０，０００カ所
・休日保育 ２００カ所→４５０カ所
・乳児保育促進事業 ３，５００カ所→４，５００カ所
・地域子育て支援センターの整備の推進

２，１００カ所→１，４００カ所
・一時保育の推進 ２，５００カ所→３，５００カ所
※平成１３年度予算
・（新規）つどいの広場事業の創設 ６５カ所
・家庭訪問等身近な地域での支援事業の実施
（新規）
・一時保護所（児童相談所）に主任児童指導員を配置
・児童虐待対応機関の連携強化 ２０カ所
・児童委員の虐待防止活動への取組の促進
・里親制度の充実
・被虐待児への個別対応職員の配置の拡充

平成１４年度
予 算 額

４７８，０２７

３，２０４

事 項

�保育サービスの充実
・保育所待機児童ゼロ作戦の推移

・多様な保育サービスの整備

・在宅の乳幼児を含めた子育て支援の推進

�児童虐待防止対策の充実
・発生予防

・虐待の早期発見、早期発見に向けた体制の充
実

・児童の保護と保護者等への指導体制の充実

（単位：百万円）

政 策
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備 考

２０８，８６２
９３７

１２８
２５
１８８
４５５

１０６

７９８

６，８８０
１，１３９

同額

※平成１３年度予算
・乳幼児健康支援一時預かり事業の推進

２７５カ所→３５０カ所
・子育て支援短期利用事業の充実
・子育てNPOに対する支援の実施
・周産期医療ネットワークの整備
・総合周産期母子医療センター運営費

１８カ所→２６カ所
・不妊専門相談センターの整備

３０カ所→３６カ所
・子ども家庭総合研究の充実

・放課後児童健全育成事業の充実
・民間児童厚生施設等活動推進事業費の充実

※平成１３年度予算

・平成１４年度の手当額は前年同額

平成１４年度
予 算 額

２１１，９２３

９，４５０

１９１，６５６

２６９，２１４

４，９７０
５００

２６３，７４４

事 項


子育て家庭への支援等
・地域子育て支援

・母子保健体制の整備

・小児慢性特定疾患治療研究費
・児童健全育成の推進

・児童手当国庫負担金

�総合的な母子家庭等自立支援対策と児童扶養手
当制度の見直し
・母子寡婦福祉貸付金の充実
・母子家庭等の自立支援対策の充実
・児童扶養手当制度の見直し

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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ゴールドプラン２１の推進

注：平成１６年度（ ）※の数値については、一定の前提条件の下で試算した参考値である。

新エンゼルプランの推進

（参考）

（参考）

（参考２）

（参考１）

平成１６年度
見 込 量

３６万人分
２９．７万人分

３，２００か所

４，７８５千週
９．６万人分※

（短期入所生活介護専用床）
１０５百万回

（２．６万か所）※

４４百万時間
（９，９００か所）※

１０．５万人分

１，８００か所

平 成１４年 度
整 備 量

１３，０００人分
７，０００人分

５００か所

－
５，０００人分

（ショートステイ専用床）
－

１，０００か所
－

１，０００か所

３，７００人分

１１０か所

平 成 １３ 年 度
第２次補正予算案

１４，０００人分
１２，０００人分

３００か所

－
４，０００人分

（ショートステイ専用床）
－

４００か所
－
－か所

１，０００人分

１００か所

区 分

特別養護老人ホーム
介護老人保健施設
痴呆対応型共同生活介護
（痴呆性高齢者グループホーム）

短期入所生活介護／
短期入所療養介護

通所介護（デイサービス）／
通所リハビリテーション（デイ・ケア）
訪問看護
訪問看護ステーション

介護利用型軽費老人ホーム
（ケアハウス）
高齢者生活福祉センター
（生活支援ハウス）

平 成１６年 度
見 込 量

６８万人
１０，０００か所
３００か所

５００市町村

累計
２，０００か所
３，０００か所
３，０００か所
１８０か所

１１，５００か所
４７都道府県
４７都道府県
４７都道府県
（１３年度）
３６０地区

（２次医療圏）
４７か所

平 成１４年 度
整 備 量

６４．４万人
１０，０００か所
４５０か所

３５０市町村
２６８か所
１３’補正
１５９か所

累計１，２０６か所
２，４００か所
３，５００か所
２８６か所

１０，８００か所
４７都道府県
４７都道府県
２８都道府県

３００地区

３６か所

平 成１３年 度
整 備 量

６１．８万人
９，０００か所
２００か所

２７５市町村
２９８か所
１２’補正
８８か所

計７７９か所
２，１００か所
２，５００か所
１８２か所

１０，０００か所
４３都道府県
３３都道府県
２０都道府県

２４０地区

３０か所

区 分

低年齢児の受入れの拡大
延長保育の推進
休日保育の推進
乳幼児健康支援一時預かりの推進

多機能保育所等の整備

地域子育て支援センターの整備
一時保育の推進
ファミリー・サポート・センターの整備
放課後児童クラブの推進
フレーフレー・テレフォン事業の整備
再就職希望登録者支援事業の整備
周産期医療ネットワークの整備

小児救急医療支援の推進

不妊専門相談センターの整備

�

��

�
��

�

��

�
��

�

��

�
��

政 策
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国
土
交
通
省
関
係
の
平
成
十
四
年
度
予

算
案
の
う
ち
、
一
般
会
計
分
は
、
総
額
七

兆
一
、
四
八
五
億
円
で
、
対
前
年
度
比
七
、

四
三
五
億
二
〇
〇
〇
万
円
、
約
九
％
減
と

な
っ
た
。ま
た
、財
政
投
融
資
計
画
は
、
九

兆
二
、
七
〇
七
億
円
で
、
同
三
兆
四
、
六

二
一
億
円
、約
二
七
％
減
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
Ｎ
Ｔ
Ｔ
無
利
子
融
資
の
「
開

発
利
益
吸
収
型
」（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
―
Ａ
型
）
九

三
八
億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
を

含
め
た
総
額
は
、
七
兆
二
、
四
二
三
億
円

と
な
る
。
ま
た
、
災
害
関
係
、
行
政
経
費

等
を
除
い
た
一
般
公
共
事
業
費
は
、
七
、

三
九
一
億
円
減
の
六
兆
四
、
五
六
八
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
事
業
別
で
み
た
概
要
は
次

の
と
お
り
で
あ
る
。

〔
道
路
関
係
〕

道
路
整
備
五
箇
年
計
画
の
五
年
目
に
あ

た
る
平
成
十
四
年
度
の
道
路
整
備
事
業
予

算
は
、
対
前
年
度
比
六
・
四
％
減
の
三
兆

四
、
四
四
四
億
円
（
一
般
会
計
繰
入
二
兆

五
、
六
三
六
億
円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
―
Ａ
型
よ
り

八
九
八
億
円
、
揮
発
油
税
直
入
額
七
、
一

〇
二
億
円
、
貸
付
金
償
還
金
等
八
〇
八
億

円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
は
、
一
般
道
路
事
業
三
兆
〇
、
四

九
三
億
円
（
同
〇
・
七
％
減
）、
有
料
道

路
事
業
三
、
九
五
〇
億
円
（
同
三
四
・
九

％
減
）で
、
財
政
投
融
資
資
金
は
三
兆
〇
、

四
一
五
億
円
（
同
〇
・
一
％
減
）
と
な
っ

て
い
る
。

主
な
事
業
と
し
て
、
�
国
際
競
争
力
を

備
え
た
都
市
機
能
の
再
生
の
た
め
の
「
都

市
部
の
環
状
道
路
等
の
都
市
計
画
道
路
へ

の
貸
付
制
度
」
の
創
設
、
�
市
町
村
間
の

連
携
に
よ
る
自
立
し
た
地
域
づ
く
り
の
た

め
の
「
広
域
連
携
支
援
道
路
事
業
」
お
よ

び
「
市
町
村
合
併
支
援
道
路
事
業
」
の
創

設
、
�
道
路
構
造
対
策
の
推
進
と
新
た
な

技
術
の
開
発
の
た
め
の
「
沿
道
環
境
改
善

事
業
」
の
拡
充
、
�
沿
道
空
間
と
一
体
と

な
っ
た
使
い
や
す
い
道
の
再
生
の
た
め
の

「
み
ち
再
生
事
業
」
の
創
設
－
な
ど
を
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
下
水
道
・
公
園
関
係
〕

下
水
道
事
業
は
、
対
前
年
度
比
一
二
・

九
％
減
の
九
、
四
五
五
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。
主
な
事
業
と
し
て
、
�
公
共
下
水
道

事
業
等
に
つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
に
よ

る
裁
量
性
の
高
い
事
業
執
行
を
可
能
と
す

る
た
め
の
「
公
共
下
水
道
事
業
等
統
合
補

助
事
業
」
の
拡
充
、
�
水
道
水
源
地
域
に

お
い
て
高
度
処
理
を
推
進
し
、
水
質
保
全

を
図
る
た
め
の
「
水
道
水
源
地
域
下
水
道

緊
急
整
備
事
業
」
の
創
設－

を
行
う
こ
と

と
し
て
い
る
。

ま
た
、
町
村
に
関
係
の
深
い
特
定
環
境

保
全
公
共
下
水
道
の
新
規
箇
所
と
し
て
二

八
箇
所
が
採
択
さ
れ
た
。

都
市
公
園
事
業
は
一
、四
八
五
億
円（
同

一
一
・
一
％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
。
重
点

事
項
と
し
て
、
�
「
緑
地
保
全
等
統
合
補

助
事
業
」
の
創
設
、
�
「
古
都
保
存
統
合

補
助
事
業
」
の
創
設－

等
を
行
う
こ
と
と

し
て
い
る
。

〔
治
水
関
係
〕

治
水
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧
分

等
も
含
め
て
対
前
年
度
比
一
一
・
一
％
減

の
一
兆
一
、七
八
九
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
は
、
治
水
事
業
の
河
川
が
同
一
一

・
一
％
減
の
五
、
四
二
〇
億
円
、
ダ
ム
が

同
一
二
・
五
％
減
の
二
、
七
九
一
億
円
、

砂
防
が
同
一
〇
・
九
％
減
の
一
、
八
九
七

億
円
、
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
等
事
業
が
同

一
一
・
三
％
減
の
四
四
二
億
円
、
海
岸
事

業
が
同
一
二
・
四
％
減
の
三
〇
五
億
円
と

な
っ
て
い
る
。

重
点
事
項
と
し
て
は
、
�
良
好
な
河
川

・
海
岸
環
境
及
び
自
然
環
境
を
保
全
・
再

生
す
る
た
め
の
「
自
然
共
生
型
事
業
」
の

推
進
、
�
都
市
型
水
害
に
対
す
る
抜
本
的

治
水
対
策
、
緊
急
渇
水
対
策
等
を
緊
急
的

に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
雨
水
排
水
対
策

を
総
合
的
に
実
施
す
る
「
災
害
に
強
い
都

市
の
構
築
」、
�
災
害
の
犠
牲
者
と
な
り

や
す
い
高
齢
者
等
を
災
害
か
ら
守
る
た
め

の
「
高
齢
者
等
の
災
害
弱
者
対
策
」
の
推

進
、
�
大
き
な
災
害
が
頻
発
し
て
い
る
地

域
に
お
い
て
、
同
規
模
の
災
害
を
再
び
発

生
さ
せ
な
い
た
め
の
対
策
を
実
施
す
る

「
安
全
で
活
力
あ
る
地
方
の
創
出
」
―
等

を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、新
規
事
業
と
し
て
、�
「
自
然
再

生
事
業
」の
創
設
、
�「
ダ
ム
水
環
境
改
善

事
業
」の
拡
充
、
�「
住
民
参
加
型
海
岸
事

業
」の
推
進
、
�
河
川
等
災
害
関
連
事
業

の
拡
充
―
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
住
宅
関
係
〕

住
宅
関
係
で
は
、
対
前
年
度
比
一
一
・

八
％
減
の
一
兆
〇
、
一
五
一
億
円
（
住
宅

対
策
九
、
二
七
八
億
円
、
都
市
環
境
整
備

八
七
三
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

財
政
投
融
資
資
金
に
つ
い
て
は
、
同
三

七
％
減
の
五
兆
八
、
六
一
七
億
円
と
な
っ

て
い
る
。

住
宅
建
設
戸
数
は
、
六
一
万
七
二
〇
〇

戸（
対
前
年
度
比
五
万
〇
、
八
〇
〇
戸
減
）

で
、
う
ち
公
営
住
宅
数
は
、
四
万
七
、
〇

〇
〇
戸（
前
年
同
数
、改
善
戸
数
も
含
む
）、

高
齢
者
世
帯
向
け
賃
貸
住
宅
は
二
万
一
〇

〇
〇
戸
（
対
前
年
度
比
五
〇
〇
〇
戸
増
）

と
な
っ
て
い
る
。

平成１４年度
関係省庁予算

［特集］

国土交通省
建設関係予算・施策の概要

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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平成１４年度国土交通省関係予算総括表（国費）
（単位：百万円）

備 考

１．本表は、沖縄振興開発事業費の国土

交通省関係分を含む。

２．概算決定額の治水には、道路関係社

会資本として２８，０００百万円を含む。

３．本表のほかに、事業の推進費として

�国土総合開発事業調整費等２４，５２９
百万円

�都市再生プロジェクト事業推進費
（仮称）

１５，０００百万円

があり、これらを一般公共事業計に

加算すると、６，４９６，３２８百万円（０．９

０倍）となる。

４．本表のほか、概算決定額には、NTT

－A型として９３，８２４百万円がある。

５．事項の変更により、計数は組替えて

ある。

６．計数は、整理の結果異動することが

ある。

対前年度倍率
（�／�）

０．８８

０．８８

０．８８

０．８９

０．８７

１．０７

０．８９

０．８９

０．８９

０．８５

０．９３

０．８９

０．９５

０．８８

１．０９

１．０７

１．１１

０．９５

０．８７

０．８７

０．８９

０．９０

１．００

０．９０

０．８８

０．８８

０．９０

１．００

０．９１

平成１４年度
概算決定額
（B）

１，１１５，４９１

１，０５２，６６８

６２，８２３

２，１９７，２８２

１，９２７，３２８

２６９，９５４

５８８，５０９

３０８，９１２

１４６，４０６

５６，９２７

７０，０００

６，２６４

１，４６１，４９９

９２７，８３４

５３３，６６５

１２６，０７６

３６６，３３１

４１，２５８

１，０９４，０１８

９４５，５１８

１４８，５００

６，４５６，７９９

５３，４４９

６，５１０，２４８

２５，０００

１６，７３４

６，５５１，９８２

５９６，５００

７，１４８，４８２

平成１３年度
予 算 額
（A）

１，２６１，０２６

１，１８９，４５７

７１，５６９

２，４７６，７６１

２，２２３，７３９

２５３，０２２

６５９，０５５

３４６，３０１

１６３，７９５

６６，９２０

７５，０００

７，０３９

１，５４６，４０４

１，０５６，０３７

４９０，３６７

１１７，８８７

３２９，２５０

４３，２３０

１，２５２，６９０

１，０８５，６０８

１６７，０８２

７，１９５，９３６

５３，４４９

７，２４９，３８５

２８，４２３

１９，００１

７，２９６，８０９

５９５，１９０

７，８９１，９９９

事 項

治 山 治 水

治 水

海 岸

道 路 整 備

幹 線 道 路

交 通 連 携

港 湾 空 港 鉄 道 等

港 湾

空 港

都 市 ・ 幹 線 鉄 道

新 幹 線

航 路 標 識

住 宅 都 市 環 境 整 備

住 宅 対 策

都 市 環 境 整 備

市 街 地 整 備

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

下水道水道廃棄物処理等

下 水 道

都 市 公 園

一 般 公 共 事 業 計

災 害 復 旧 等

公 共 事 業 関 係 費 計

官 庁 営 繕

そ の 他 施 設

公 共 投 資 関 係 費 計

行 政 経 費

合 計

政 策

３２平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



平成１４年度道路関係予算総括表

平成１４年度国土交通省関係財政投融資計画総括表

（単位：百万円）

（単位：百万円）

備 考

１．道路整備特別会計国費として、
この他に河川等関連公共施設
整備促進事業２８，０００百万円（前
年度２９，２００百万円）がある。

２．道路環境整備には、住宅宅地関
連公共施設整備促進事業６１，００
０百万円（前年度６９，８００万円）、
都市再開発関連公共施設整備
促進事業３，０００百万円（前年度
３，０００百万円）及びまちづくり
総合支援事業１５，０００百万円（前
年度１５，０００百万円）を含む。

３．事項を整理した結果、計数は組
み替えてある。

対前年度
倍 率
（B／A）

０．９１

０．８９

０．８７

１．０７

１．１１

０．９９

０．９９

１．２２

０．９４

０．９９

０．６５

平成１４年度
決 定 額
（B）

２，５６３，６１３

２，１９７，２８２

１，９２７，３２８

２６９，９５４

３６６，３３１

８９，８１９

７１０，２００

８０，７９０

３，４４４，４２２

３，０４９，３３７

３９５，０８５

平成１３年度
予 算 額
（A）

２，８０６，０１１

２，４７６，７６１

２，２２３，７３９

２５３，０２２

３２９，２５０

９０，５４６

７１５，５００

６６，４４７

３，６７８，５０４

３，０７２，０５８

６０６，４４６

事 項 事 項

一 般 会 計 繰 入

道 路 整 備

幹 線 道 路

交 通 連 携

道 路 環 境 整 備

Ｎ Ｔ Ｔ － Ａ 型

揮 発 油 税 直 入 額

貸 付 金 償 還 金 等

合 計

（ 再 計 ）

一 般 道 路

有 料 道 路

備 考

１．日本鉄道建設公団は、民鉄線事業分である。
２．運輸施設整備事業団は、船舶勘定に係る業務分
である。

３．空港整備特別会計は、東京国際空港沖合展開事
業分である。

４．地域振興整備公団は、地方都市開発整備等業務
分である。

５．本表のほかに、以下の財投機関債がある。
・住宅金融公庫 ６，０００億円（２，０００億円）
・都市基盤整備公団 ５００億円（３００億円）
・日本道路公団 ４，０００億円（１，５００億円）
・首都高速道路公団 ３００億円（１００億円）
・阪神高速道路公団 ２００億円（１００億円）
・日本鉄道建設公団 ２５０億円（１００億円）
・帝都高速度交通営団 ６９０億円（４３９億円）
・運輸施設整備事業団 ２５０億円（６０億円）
・新東京国際空港公団 ３５０億円（５００億円）
・地域振興整備公団 ６０億円（４０億円）

［全体１３０億円］［全体１００億円］
・水資源開発公団 １３０億円（１００億円）

計 １２，７３０億円（５，２３９億円）
※（ ）内は、前年度

６．計数は、整理の結果異動することがある。

対前年度倍
率

（�／�）

０．５９
０．９５

０．９８
１．１３
１．００
０．８４

１．００
０．９３
１．２５

０．８０
０．４６
２．８７
１．０４

０．８９
０．７６
－

１．１３
０．７５
１．００
０．７３

平成１４年度
概算決定額
�

４，９６６，９００
８９４，８００

２，１１８，０００
４６２，１００
３５７，８００
１０３，６００

７８，０００
１５，０００
３０，２００

２４，５００
２８，３００
６４，８００
５２，０００

１８，７００
５３，３００

０
１，８００
６００
３００

９，２７０，７００

平成１３年度
予 算 額
�

８，３６３，２００
９３８，６００

２，１５４，０００
４１０，０００
３５６，２００
１２２，８００

７８，０００
１６，１００
２４，１００

３０，７００
６０，９００
２２，６００
５０，２００

２０，９００
７０，３００
１１，５００
１，６００
８００
３００

１２，７３２，８００

区 分

（住宅）
住 宅 金 融 公 庫
都 市 基 盤 整 備 公 団
（道路）
日 本 道 路 公 団
首 都 高 速 道 路 公 団
阪 神 高 速 道 路 公 団
本 州 四 国 連 絡 橋 公 団
（鉄道・船舶）
日 本 鉄 道 建 設 公 団
帝 都 高 速 度 交 通 営 団
運 輸 施 設 整 備 事 業 団
（空港）
新 東 京 国 際 空 港 公 団
関 西 国 際 空 港 株 式 会 社
中 部 国 際 空 港 株 式 会 社
空 港 整 備 特 別 会 計
（都市・地域整備等）
地 域 振 興 整 備 公 団
水 資 源 開 発 公 団
都市開発資金融通特別会計
日 本 下 水 道 事 業 団
民 間 都 市 開 発 推 進 機 構
奄 美 群 島 振 興 開 発 基 金

合 計

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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平成１４年度都市・地域整備局関係予算（都市局関係）総括表（国費）

平成１４年度 特定地域振興対策関係予算額

（単位：百万円）

（単位：百万円）

備 考

（注）１．都市水環境整備は下水道事業からの組
替えである。

２．行政経費は、特定地域振興対策分を除
く。

NTT－A

－

１５５

－

－

－

－

－

１５５

１，０００

－

－

－

－

２８，０３４

２４，６２８

３，４０６

－

２９，０３４

２９，１８９

－

－

対前年度
倍 率

（B/A）

０．８７

０．８９

１．０４

１．０８

１．００

０．９５

０．８８

０．８９

０．９７

０．９７

０．９６

０．９７

０．９５

０．８８

０．８７

０．９０

－

０．９６

０．９１

１．０９

０．９８

平成１４年度
予 算 額

（B）

９４５，５１８

１４８，５００

１４０，４９３

９８，８０３

１７，２００

２４，４９０

１，０５０

１，２３５，５６１

５６５，９１５

４０２，８５７

１３６，５５１

２５，０６５

１，４４２

３３，２００

１９，９００

１３，３００

１，０００

６００，１１５

１，８３５，６７６

３５３

２，８２５

平成１３年度
予 算 額

（A）

１，０８５，６０８

１６７，０８２

１３４，８０８

９１，８８２

１７，２００

２５，７２６

１，２００

１，３８８，６９８

５８５，７５５

４１５，３９５

１４２，９２５

２５，９１８

１，５１７

３７，７５０

２２，９５０

１４，８００

－

６２３，５０５

２，０１２，２０３

３２４

２，８９０

事 項

下 水 道 事 業

都 市 公 園 事 業

都 市 環 境 整 備 事 業

市 街 地 整 備

道 路 環 境 整 備

都 市 水 環 境 整 備

住 宅 宅 地 供 給 促 進 型 土 地
区 画 整 理 事 業 資 金 貸 付 金

一 般 会 計 計

街 路 事 業

街 路 事 業

土 地 区 画 整 理 事 業

市 街 地 再 開 発 事 業 等

街 路 交 通 調 査

都 市 高 速 道 路

首 都 高 速 道 路 公 団

阪 神 高 速 道 路 公 団

都 市 再 生 事 業 資 金 貸 付 金

道 路 特 会 計

都 市 ・ 地 域 整 備 局
（ 一 般 公 共 事 業 費 ） 計

災 害 関 係

行 政 経 費

備 考

（注）離島振興及び奄美振興については、一般
公共事業費の国土交通省一括計上分並びに
行政経費である。

NTT－A

－

－

－

－

－

対前年度
倍 率

（B/A）

０．８９

０．８９

０．８３

０．９３

０．８９

平成１４年度
予 算 額

（B）

１４１，７３４

３８，６２０

１，８８５

２７６

１８２，５１５

平成１３年度
予 算 額

（A）

１５９，１６６

４３，２６３

２，２５８

２９７

２０４，９８４

事 項

離 島 振 興

奄 美 振 興

小 笠 原 振 興

豪 雪 地 帯 ・ 半 島 振 興

計

政 策

３４平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



河川局所管予算決定総括表（国費） （単位：百万円）

備 考

１．治水事業等には、道路関係社会資本分として決定額
２８，０００百万円（前年度２９，２００百万円）を含む。

２・治水事業には、前年度剰余金等として決定額５，１９１
百万円（前年度５，１２７百万円）を含む。

３．本表のほかにNTT－A型９２５百万円（前年度９０百万
円）及び行政部費２，０３６百万円（前年度２，０８６百万円）
がある。

対前年度
倍 率

（C/A）

０．８９

０．８９

０．８９

０．８７

０．８９

１．００

１．０１

０．８９

０．９６

０．９０

０．９６

０．８９

０．８８

０．８９

０．９２

０．９２

０．９２

０．８９

平成１４年度
決 定 額

（C）

１，０７４，４５１

１，０１３，５２５

５４２，０３８

２７９，０９３

１８９，６９７

１，１８０

１，５１７

４４，１５８

１６，７６８

９，６３０

１７，０００

１，１０１，０８１

３０，５４７

１，１３１，６２８

４７，２２９

３５，４６６

１１，７６３

１，１７８，８５７

平成１３年度
予 算 額

（A）

１，２１１，８９２

１，１４４，６２１

６１０，０５５

３１９，０００

２１２，８８２

１，１７８

１，５０６

４９，７６７

１７，５０４

１０，７００

１７，８００

１，２４０，３９２

３４，８７２

１，２７５，２６４

５１，３５３

３８，５１１

１２，８４２

１，３２６，６１７

事 項

治水事業等

治水事業

河 川

ダ ム

砂 防

機 械

独立行政法人
土木研究所

急傾斜地崩壊対策等事業

都市水環境整備事業

住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業

下水道関連特定治水施設整備事業

小 計

海岸事業

計

災害復旧関係事業

災害復旧

災害関連

合 計

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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平
成
十
四
年
度
の
農
林
水
産
省
関
係

予
算
は
、
公
共
事
業
費
の
大
幅
な
削
減

に
よ
り
前
年
度
予
算
に
比
べ
六
・
二
％

（
二
千
九
十
八
億
円
）
減
の
三
兆
千
九

百
五
億
円
と
な
っ
た
。
こ
の
内
、
公
共

事
業
費
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
、
十

三
・
五
％
（
二
千
三
百
四
十
四
億
円
）

減
の
一
兆
五
千
五
十
六
億
円
、
非
公
共

事
業
費
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
、
一

・
五
％
（
二
百
四
十
五
億
円
）
増
の
一

兆
六
千
八
百
四
十
九
億
円
と
な
っ
た
。

農
業
・
農
村
関
係
で
は
、「
食
料
自

給
率
の
向
上
」
を
基
本
と
し
た
食
料
の

安
定
供
給
を
は
か
る
た
め
、
農
林
水
産

業
の
構
造
改
革
を
推
進
す
る
こ
と
と
し

て
お
り
、
地
域
農
業
の
構
造
対
策
に
つ

い
て
は
、「
地
域
農
業
構
造
改
革
緊
急

対
策
」
を
実
施
し
構
造
展
望
（
平
成
二

十
二
年
）
達
成
の
た
め
、
平
成
十
四
〜

十
六
年
度
の
三
カ
年
間
で
、「
育
成
す

べ
き
担
い
手
へ
の
農
地
利
用
集
積
」、

「
法
人
育
成
」
を
加
速
的
に
推
進
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
農
業
経
営
の
構
造

対
策
に
つ
い
て
は
、
担
い
手
向
け
各
種

制
度
資
金
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
経
営

展
開
に
と
っ
て
必
要
な
資
金
が
円
滑
に

供
給
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
と
と
も
に
、

担
保
や
第
三
者
保
証
人
に
依
存
せ
ず
に

融
資
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
機
関
保
証
の

充
実
を
図
っ
た
ほ
か
、
農
業
法
人
の
自

己
資
本
充
実
の
た
め
の
措
置
と
し
て
、

農
協
系
統
、
地
方
公
共
団
体
の
出
資
に

よ
る
農
業
法
人
投
資
育
成
会
社
の
設
立

を
促
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に

対
す
る
出
資
補
助
を
行
う
こ
と
と
し

た
。
ま
た
、「
経
営
を
単
位
と
し
た
経

営
所
得
安
定
対
策
」の
具
体
的
仕
組
み
、

諸
要
素
の
確
定
等
の
制
度
設
計
を
行
う

た
め
、
必
要
な
デ
ー
タ
ー
や
情
報
を
収

集
す
る
調
査
を
行
う
こ
と
と
と
し
て
い

る
。
野
菜
等
の
構
造
対
策
と
し
て
、
国

際
競
争
力
に
も
耐
え
う
る
体
質
の
強
い

国
内
産
地
体
制
を
確
立
す
る
た
め
、「
輸

入
急
増
農
産
物
対
応
特
別
対
策
事
業
」、

「
契
約
野
菜
安
定
供
給
事
業
」、「
野
菜

構
造
改
革
促
進
特
別
対
策
」、「
い
ぐ
さ

・
畳
表
構
造
改
革
促
進
特
別
対
策
」
を

創
設
し
、
生
産
、
流
通
、
消
費
の
各
般

に
わ
た
る
対
策
を
強
力
に
講
じ
る
こ
と

と
し
て
い
る
。
牛
海
綿
状
脳
症
（
Ｂ
Ｓ

Ｅ
）
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
対
策

を
着
実
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
さ
ら

に
、
生
産
者
の
飼
育
管
理
情
報
を
消
費

者
ま
で
提
供
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
や

食
肉
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
特
定
危
険
部

位
焼
却
施
設
等
の
整
備
を
行
う
こ
と
と

し
て
い
る
。
そ
の
他
、
都
市
と
農
山
漁

村
が
共
生
・
対
流
す
る
活
力
あ
る
社
会

を
実
現
す
る
た
め
、
人
・
も
の
・
情
報

が
循
環
す
る
共
通
社
会
基
盤
を
備
え
た

む
ら
づ
く
り
を
推
進
す
る
「
む
ら
づ
く

り
基
盤
整
備
事
業
」、「
農
村
振
興
基
本

計
画
作
成
事
業
」
等
が
創
設
さ
れ
た
。

森
林
・
林
業
関
係
に
お
い
て
は
、
望

ま
し
い
環
境
の
創
出
を
基
本
と
す
る
新

た
な
森
林
・
林
業
施
策
の
展
開
を
は
か

る
こ
と
と
し
て
お
り
、
森
林
の
整
備
に

つ
い
て
は
、
森
林
の
多
面
的
機
能
の
持

続
的
発
揮
を
は
か
る
観
点
か
ら
、
施
業

体
系
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
森
林
の
重

視
す
べ
き
機
能
（
水
土
保
全
・
森
林
と

人
と
の
共
生
・
資
源
の
循
環
利
用
）
に

応
じ
た
森
林
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
と

し
て
い
る
。
ま
た
、
森
林
所
有
者
な
ど

に
よ
る
施
業
の
実
施
に
不
可
欠
な
地
域

活
動
が
確
保
さ
れ
る
よ
う
、
保
育
な
ど

の
森
林
施
業
が
必
要
と
な
る
一
定
林
齢

以
下
の
育
成
林
の
面
積
に
応
じ
て
交
付

金
を
交
付
す
る
「
森
林
整
備
地
域
活
動

支
援
交
付
金
」
や
適
正
な
森
林
管
理
、

木
材
利
用
の
推
進
を
通
じ
た
循
環
型
社

会
の
構
築
に
向
け
て
、
担
い
手
へ
の
施

業
や
経
営
の
集
約
化
と
木
材
や
特
用
林

産
物
の
低
コ
ス
ト
で
安
定
的
な
供
給
等

を
確
保
す
る
た
め
の
総
合
的
な
構
造
対

策
と
し
て
、「
林
業
・
木
材
産
業
構
造

改
革
事
業
」が
創
設
さ
れ
た
。
そ
の
他
、

都
市
と
山
村
の
共
生
・
対
流
の
推
進
等

に
よ
る
山
村
の
振
興
を
は
か
る
た
め
、

既
存
事
業
の
拡
充
に
加
え
「
む
ら
づ
く

り
維
新
森
林
・
山
村
・
都
市
共
生
事
業
」、

「
森
林
環
境
教
育
活
動
の
条
件
整
備
促

進
対
策
事
業
」
が
創
設
さ
れ
た
。

水
産
関
係
に
お
い
て
は
、
資
源
管
理

を
基
本
と
し
た
新
た
な
水
産
政
策
を
展

開
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
資
源
回
復

に
つ
い
て
は
、
水
産
資
源
の
適
正
な
管

理
と
持
続
的
利
用
を
は
か
る
観
点
か

ら
、
資
源
回
復
計
画
の
作
成
及
び
そ
の

平成１４年度
関係省庁予算

［特集］

農林水産省
農林水産省関係予算・施策の概要
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実
施
体
制
の
整
備
に
対
し
支
援
す
る
と

と
も
に
、
こ
の
計
画
に
基
づ
く
不
要
漁

船
の
ス
ク
ラ
ッ
プ
処
理
等
を
支
援
す
る

「
資
源
回
復
推
進
等
再
編
整
備
事
業
」

や
休
漁
期
間
中
の
漁
業
経
営
の
維
持
等

に
支
援
を
行
う
「
資
源
回
復
計
画
推
進

支
援
事
業
」
が
創
設
さ
れ
た
。
ま
た
、

現
在
、
輸
入
の
増
加
等
に
よ
り
国
内
価

格
が
低
迷
し
て
い
る
う
な
ぎ
、
わ
か
め

に
つ
い
て
、
国
際
競
争
力
の
あ
る
持
続

的
経
営
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
構
造
調

整
を
進
め
る
た
め
、「
う
な
ぎ
資
源
増

大
対
策
事
業
」「
特
定
養
殖
業
構
造
調

整
推
進
緊
急
対
策
事
業
」
等
の
対
策
が

創
設
さ
れ
た
。
水
産
基
盤
の
整
備
に
つ

い
て
は
、
現
行
の
漁
港
整
備
長
期
計
画

及
び
沿
岸
漁
場
整
備
開
発
計
画
を
統
合

し
た
、
新
た
な
漁
港
漁
場
整
備
長
期
計

画
を
策
定
し
、
漁
港
と
漁
場
の
一
体
的

・
総
合
的
な
水
産
基
盤
の
整
備
を
推
進

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
そ
の
他
、
漁

村
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
住
民
参
加
型

の
新
し
い
漁
村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
イ
づ
く
り

を
推
進
す
る
た
め
の
生
活
基
盤
、
交
流

基
盤
等
の
整
備
を
水
産
基
盤
、
ソ
フ
ト

施
策
等
と
一
体
的
に
実
施
す
る
「
漁
村

コ
ミ
ュ
ニ
テ
イ
基
盤
整
備
事
業
」
や
住

民
参
画
に
よ
る
振
興
活
動
、
交
流
受
け

入
れ
体
制
の
整
備
、
交
流
機
会
の
提
供

等
を
支
援
す
る
「
地
域
の
戦
略
的
取
組

の
支
援
」
が
創
設
さ
れ
た
。

農
業
・
農
村
、
森
林
・
林
業
、
水
産

関
係
予
算
・
施
策
の
重
点
事
項
は
、
次

の
と
お
り
。

〔
農
業
・
農
村
関
係
〕

一
、
地
域
農
業
の
構
造
改
革

土
地
利
用
型
農
業
を
中
心
と
し
た
地

域
農
業
の
構
造
改
革
を
促
進
す
る
た

め
、
担
い
手
へ
の
農
地
利
用
の
集
積
や

法
人
化
の
推
進
、
集
落
営
農
の
確
立
な

ど
を
平
成
十
四
年
度
か
ら
十
六
年
度
の

三
カ
年
間
で
、
集
中
的
に
支
援
す
る
地

域
農
業
構
造
改
革
緊
急
対
策
を
講
ず

る
。具

体
的
に
は
、
地
域
に
お
い
て
育
成

す
べ
き
担
い
手
の
明
確
化
、
そ
の
経
営

展
開
の
方
法
等
を
内
容
と
す
る
構
造
改

革
計
画
の
策
定
を
支
援
す
る
と
と
も

に
、
農
地
保
有
合
理
化
促
進
事
業
の
重

点
的
実
施
に
よ
り
担
い
手
へ
の
農
地
集

積
を
加
速
さ
せ
る
。
ま
た
、
加
工
・
流

通
、
販
売
部
門
な
ど
で
地
域
農
業
を
支

援
す
る
農
業
法
人
の
育
成
や
負
債
農
家

や
離
農
農
家
の
農
地
な
ど
を
引
き
継
ぐ

農
業
生
産
法
人
の
育
成
支
援
を
行
う
ほ

か
、
認
定
農
業
者
な
ど
へ
の
機
械
・
施

設
の
リ
ー
ス
料
の
助
成
な
ど
を
行
う
。

・
地
域
農
業
構
造
改
革
緊
急
対
策

五
四
億
九
、
四
〇
〇
万
円

別
に
、
農
業
経
営
基
盤
強
化
措
置
特
別

会
計
計
上
分

一
一
九
億
円

（
う
ち
）

・
利
用
集
積
緊
急
推
進
事
業一

二
一
億
円

・
農
業
法
人
等
育
成
支
援
事
業

三
億
五
、
〇
〇
〇
万
円

・
ア
グ
リ
・
チ
ャ
レ
ン
ジ
ャ
ー
支
援
事

業

一
九
億
一
、
五
〇
〇
万
円

・
販
路
開
拓
緊
急
対
策
事
業

一
〇
億
七
、
四
〇
〇
万
円

・
農
業
経
営
展
開
支
援
リ
ー
ス
事
業

二
億
四
、
四
〇
〇
万
円

二
、
野
菜
等
の
構
造
改
革

野
菜
の
輸
入
急
増
に
対
応
し
て
、
国

際
競
争
に
も
耐
え
う
る
体
質
の
強
い
国

内
産
地
体
制
を
確
立
す
る
た
め
、
輸
入

急
増
農
産
物
対
応
特
別
対
策
事
業
を
創

設
し
、「
産
地
改
革
計
画
」
を
作
成
し
、

取
り
組
む
べ
き
戦
略
・
目
標
を
明
確
化

し
た
産
地
に
、
新
し
い
生
産
技
術
や
Ｉ

Ｔ
を
集
中
的
に
支
援
す
る
。
ま
た
、
野

菜
の
価
格
安
定
対
策
と
し
て
、
契
約
取

引
の
価
格
・
収
量
変
動
リ
ス
ク
を
軽
減

す
る
契
約
野
菜
安
定
供
給
事
業
を
創
設

す
る
。

・
輸
入
急
増
農
産
物
対
応
特
別
対
策
事

業

（
野
菜
分
）

八
〇
億

（
い
ぐ
さ
・
畳
表
分
）
一
〇
億

・
野
菜
構
造
改
革
促
進
特
別
対
策

四
六
億
円

・
契
約
野
菜
安
定
供
給
事
業

七
一
億
九
、
四
〇
〇
万
円

三
、
Ｂ
Ｓ
Ｅ
検
査
体
制
に
対
応
し
た
施

設
整
備
等
の
推
進

我
が
国
に
お
け
る
Ｂ
Ｓ
Ｅ
の
発
生
を

踏
ま
え
、
Ｂ
Ｓ
Ｅ
新
検
査
体
制
の
下
、

安
全
・
安
心
な
牛
肉
供
給
を
図
る
た
め
、

牛
の
耳
に
番
号
札
を
つ
け
、
与
え
て
い

る
飼
料
情
報
な
ど
、
す
べ
て
の
牛
を
個

別
識
別
で
き
る
牛
の
総
背
番
号
制
度
を

導
入
す
る
。
ま
た
、
脳
や
目
、
延
髄
な

ど
特
定
危
険
部
位
を
焼
却
す
る
た
め
、

食
肉
セ
ン
タ
ー
の
施
設
を
整
備
す
る
と

と
も
に
、
死
亡
牛
の
検
査
頭
数
を
増
や

す
た
め
、
家
畜
保
健
衛
生
所
に
必
要
な

検
査
機
器
や
焼
却
施
設
の
整
備
を
進
め

る
。

・
牛
の
総
背
番
号
制
度
の
活
用
促
進

二
億
五
、
〇
〇
〇
万
円

・
食
肉
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
特
定
危
険

部
位
焼
却
施
設
等
の
整
備

八
億
一
〇
〇
万
円

・
Ｂ
Ｓ
Ｅ
検
査
体
制
の
整
備

二
億
二
、
二
〇
〇
万
円

四
、
米
の
構
造
改
革
の
推
進

水
田
農
業
に
つ
い
て
地
域
の
個
性
を

活
か
し
な
が
ら
競
争
力
を
強
化
す
る
取

り
組
み
を
推
進
す
る
た
め
、
地
域
水
田

農
業
再
編
緊
急
対
策
を
創
設
し
、
集
落

ご
と
に
、
担
い
手
へ
の
生
産
の
集
約
、

有
機
農
業
の
導
入
、
生
産
調
整
の
超
過

達
成
等
を
行
う
場
合
に
、
そ
の
取
組
に

応
じ
て
助
成
す
る
。
ま
た
、
調
整
保
管

な
ど
に
よ
り
米
の
安
定
供
給
に
機
動
的

に
取
り
組
む
米
流
通
シ
ス
テ
ム
改
革
促

進
対
策
を
新
規
に
実
施
す
る
。

・
地
域
水
田
農
業
再
編
緊
急
対
策

二
〇
〇
億
一
〇
〇
万
円

・
米
流
通
シ
ス
テ
ム
改
革
促
進
対
策

一
二
六
億
五
、
三
〇
〇
万
円
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五
、
経
営
所
得
安
定
対
策
の
検
討

「
経
営
を
単
位
と
し
た
経
営
所
得
安
定

対
策
」の
具
体
的
検
討
を
行
う
た
め
に
、

必
要
な
デ
ー
タ
や
情
報
を
収
集
す
る
た

め
の
調
査
を
実
施
す
る
。

・
経
営
所
得
安
定
対
策
の
具
体
化
検
討

調
査

四
、
九
〇
〇
万
円

六
、
制
度
資
金
の
再
構
築

担
い
手
へ
の
円
滑
な
資
金
提
供
を
は

か
る
た
め
、
制
度
資
金
を
再
構
築
す
る

と
と
も
に
、
一
つ
の
窓
口
で
各
資
金
の

融
資
手
続
き
が
で
き
る
よ
う
改
善
す

る
。
ま
た
、
新
た
に
担
保
や
第
三
者
機

関
に
依
存
せ
ず
に
融
資
が
受
け
ら
れ
る

機
関
保
証
の
「
担
い
手
育
成
緊
急
対
策

費
補
助
金
」
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、

地
方
公
共
団
体
等
の
出
資
に
よ
る
農
業

法
人
投
資
育
成
会
社
（
農
業
法
人
へ
の

出
資
業
務
を
行
う
会
社
）
の
設
立
を
促

進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
に
対
す

る
出
資
補
助
の
措
置
を
講
ず
る
。

・
機
関
保
証
の
充
実

八
億
五
、
六
〇
〇
万
円

・
農
業
法
人
の
自
己
資
本
充
実

一
億
円

七
、
む
ら
づ
く
り
維
新
の
推
進

都
市
と
農
山
漁
村
が
共
生
・
対
流
す

る
活
力
あ
る
社
会
を
実
現
す
る
た
め

「
人
・
も
の
・
情
報
」
が
循
環
す
る
共

通
社
会
基
盤
（
プ
ラ
ッ
ト
・
ホ
ー
ム
）

を
備
え
た
む
ら
づ
く
り
維
新
を
推
進
す

る
。

・
む
ら
づ
く
り
維
新
の
推
進

（
林
野
庁
、
水
産
庁
予
算
分
を
除
く
）

一
四
六
億
六
、
一
〇
〇
万
円

（
公
共
）一
三
四
億
七
、
八
〇
〇
万
円

う
ち

・
む
ら
づ
く
り
基
盤
整
備
事
業

一
三
一
億
五
、
八
〇
〇
万
円

（
非
公
共
）
一
一
億
八
、
三
〇
〇
万
円

う
ち

・
農
村
振
興
基
本
計
画
作
成
事

業

一
億
七
、
〇
〇
〇
万
円

・
農
村
振
興
整
備
支
援
事
業

一
億
四
、
六
〇
〇
万
円

〔
森
林
・
林
業
関
係
〕

一
、
重
視
す
べ
き
機
能
に
応
じ
た
森
林

整
備
の
推
進

水
土
保
全
、
森
林
と
人
と
の
共
生
、

資
源
の
循
環
利
用
の
区
分
に
応
じ
た
森

林
整
備
を
推
進
す
る
た
め
、森
林
整
備
、

治
山
事
業
に
つ
い
て
、
事
業
体
系
を
再

編
す
る
。

・
流
域
公
益
保
全
林
整
備
事
業

四
一
九
億
六
、
九
〇
〇
万
円

・
共
生
保
安
林
整
備
事
業

一
〇
四
億
六
、
〇
〇
〇
万
円

・
流
域
循
環
資
源
林
整
備
事
業

二
〇
九
億
五
、
七
〇
〇
万
円

二
、
緊
急
間
伐
総
合
対
策
の
着
実
な
実

施
計
画
的
な
間
伐
の
実
施
と
路
網
整
備

の
一
体
的
な
推
進
や
間
伐
材
利
用
の
促

進
を
図
る
。四

七
二
億
七
、
四
〇
〇
万
円

三
、
森
林
整
備
の
た
め
の
地
域
に
お
け

る
取
組
に
対
す
る
支
援

森
林
施
業
の
実
施
に
不
可
欠
な
森
林

の
現
況
の
把
握
等
の
地
域
活
動
が
確
保

さ
れ
る
よ
う
、
保
育
等
の
森
林
施
業
が

必
要
と
な
る
一
定
林
齢
以
下
の
育
成
林

の
面
積
に
応
じ
て
交
付
金
を
交
付
す

る
。

一
一
二
億
三
、
四
〇
〇
万
円

四
、
美
し
く
豊
か
な
森
林
環
境
の
創
造

地
球
温
暖
化
防
止
機
能
の
高
度
発
揮

の
た
め
の
条
件
整
備
、
花
粉
発
生
抑
制

対
策
、
松
林
等
の
適
切
な
森
林
の
保
全

等
を
推
進
す
る
。

・
地
球
温
暖
化
防
止
対
策

五
億
六
、
四
〇
〇
万
円

・
森
林
環
境
保
全
総
合
対
策

五
二
億
一
、
九
〇
〇
万
円

五
、
国
有
林
野
事
業
の
着
実
な
推
進

公
益
林
等
の
適
切
な
保
全
利
用
の
推

進
、
国
有
林
野
事
業
特
別
会
計
が
負
担

す
る
債
務
の
利
子
補
給
等
に
つ
い
て
一

般
会
計
か
ら
繰
り
入
れ
る
。

・
事
業
施
設
費

三
〇
一
億
八
、
八
〇
〇
万
円

・
公
益
林
等
保
全
管
理
費

二
八
三
億
八
、
三
〇
〇
万
円

・
利
子
補
給二

〇
九
億
七
、
〇
〇
〇
万
円

六
、
林
業
及
び
木
材
産
業
を
通
じ
た
総

合
的
な
構
造
対
策

各
都
道
府
県
が
林
業
・
木
材
産
業
構

造
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
策
定
し
、
そ
の

実
現
の
た
め
構
造
改
革
に
係
る
諸
施
策

を
集
中
的
に
実
施
す
る
。

・
林
業
・
木
材
産
業
構
造
改
革
事
業

一
三
四
億
一
〇
〇
万
円

七
、
都
市
と
山
村
の
共
生
・
対
流
の
推

進
等
に
よ
る
山
村
の
振
興

林
業
就
業
者
等
の
生
活
拠
点
で
あ
る

山
村
の
定
住
条
件
等
の
整
備
を
図
る
と

と
も
に
、
都
市
住
民
と
山
村
住
民
の
連

携
強
化
、
森
林
整
備
へ
の
都
市
住
民
の

参
加
等
を
推
進
し
、
都
市
と
山
村
の
共

生
・
対
流
を
促
進
す
る
。

・
フ
ォ
レ
ス
ト
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
総
合

整
備
事
業三

九
〇
億
八
、
二
〇
〇
万
円

・
む
ら
づ
く
り
維
新
森
林
・
山
村
・
都

市
共
生
事
業

七
億
八
、
三
〇
〇
万
円

・
森
林
環
境
教
育
活
動
の
条
件
整
備
促

進
対
策
事
業

一
億
二
、
五
〇
〇
万
円

〔
水
産
関
係
〕

一
、
資
源
回
復
計
画
の
推
進
と
経
営
安

定
水
産
資
源
の
適
正
な
管
理
と
持
続
的

利
用
の
推
進
を
は
か
る
観
点
か
ら
、
資

源
回
復
計
画
の
作
成
を
支
援
す
る
と
と

も
に
、
減
船
、
休
漁
等
に
伴
う
経
営
支

援
策
な
ど
を
実
施
す
る
。

・
資
源
回
復
計
画
作
成
推
進
事
業

二
億
二
〇
〇
万
円

・
資
源
回
復
推
進
等
再
編
整
備
事
業

二
九
億
九
、
三
〇
〇
万
円
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・
資
源
回
復
計
画
推
進
支
援
事
業四

億
円

二
、
漁
村
の
総
合
的
な
振
興

人
と
自
然
が
共
生
し
、
都
市
と
の
対

流
を
生
み
出
す
漁
村
環
境
を
創
出
す
る

た
め
、
住
民
参
加
型
の
新
し
い
漁
村
コ

ミ
ュ
ニ
テ
イ
づ
く
り
、集
落
排
水
施
設
、

親
水
空
間
の
整
備
、
漁
村
の
Ｉ
Ｔ
化
等

を
推
進
す
る
。

・
漁
村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
イ
基
盤
整
備
事
業

一
〇
億
円

・
地
域
の
戦
略
的
取
組
の
支
援

三
億
五
、
二
〇
〇
万
円

・
漁
港
管
理
と
利
用
の
高
度
化
事
業

一
億
四
、
〇
〇
〇
万
円

三
、
う
な
ぎ
・
わ
か
め
養
殖
業
の
構
造

調
整
対
策

国
際
競
争
力
の
あ
る
持
続
的
経
営
が

可
能
と
な
る
よ
う
、
う
な
ぎ
・
わ
か
め

養
殖
業
の
構
造
調
整
を
実
施
し
、
水
産

資
源
の
積
極
的
培
養
と
持
続
的
養
殖
を

推
進
す
る
。

・
う
な
ぎ
資
源
増
大
対
策
事
業

一
億
円

・
養
鰻
地
域
活
性
化
事
業

一
億
九
〇
〇
万
円

・
特
定
養
殖
業
構
造
調
整
推
進
緊
急
対

策
事
業

二
億
四
〇
〇
万
円

四
、
消
費
者
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
水
産

物
流
通
・
加
工
体
制
の
整
備

水
産
物
流
通
経
路
の
簡
素
化
、
物
流

の
合
理
化
等
を
は
か
る
と
と
も
に
、
地

域
水
産
加
工
業
の
振
興
を
は
か
り
、
多

様
化
・
高
度
化
す
る
消
費
者
ニ
ー
ズ
に

対
応
し
た
流
通
・
加
工
体
制
を
整
備
す

る
。

・
水
産
物
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
流
通
パ

イ
ロ
ッ
ト
事
業

二
億
円

五
、
一
体
的
・
効
率
的
な
水
産
基
盤
の

整
備漁

港
と
漁
場
の
一
体
的
・
総
合
的
な

計
画
制
度
の
下
で
、
水
産
物
の
安
定
供

給
に
万
全
を
期
す
る
と
と
も
に
、「
自

然
と
共
生
す
る
豊
か
な
沿
岸
域
環
境
の

創
造
」
を
推
進
す
る
。

・
水
産
基
盤
整
備
事
業

一
、
九
八
八
億
二
、
九
〇
〇
万
円

六
、
水
産
業
・
漁
村
の
有
す
る
多
面
的

機
能
の
適
切
な
発
揮

水
産
業
・
漁
村
の
有
す
る
多
面
的
機

能
に
つ
い
て
、
国
民
の
理
解
の
一
層
の

増
進
を
は
か
り
つ
つ
、
そ
の
適
切
な
発

揮
に
向
け
た
施
策
を
推
進
す
る
。

・
多
面
的
機
能
評
価
等
調
査
事
業

二
、
五
〇
〇
万
円

・
漁
港
漁
村
活
性
化
対
策
事
業

一
四
億
二
、
九
〇
〇
万
円

・
藻
場
・
干
潟
の
造
成
の
推
進

一
八
〇
億
円
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１．〔総括表〕

２．〔公共事業総括表〕

農 林 水 産 省 関 係 予 算

対前年度比

％

１０１．５

１０４．１

８６．５

８６．４

１００．０

９３．８

１４ 年 度
概算決定額

億円

１６，８４９

１５，５８７

１５，０５６

１４，８６４

１９２

３１，９０５

１３ 年 度
予 算 額

億円

１６，６０４

１４，９６６

１７，４００

１７，２０８

１９２

３４，００３

区 分

１ 非 公 共 事 業 費

うち一般政策経費

２ 公 共 事 業 費

一 般 公 共 事 業 費

災害復旧等事業費

農 林 水 産 予 算 総 額

対前年度比

％

８５．８

８７．３

８６．５

８８．１

８７．３

８５．９

８４．８

８６．８

８６．４

１００．０

８６．５

（注）１． 上記のほか、NTT（Aタイプ）として、１３年度予算額２３９百万円、１４年度概算決定額３２５百万
円がある。

２． 森林整備の１３年度予算額は、森林保全整備と森林環境整備の合計額である。

１４ 年 度
概算決定額

百万円

９２４，１７０

３３８，６７０

１５８，８８１

１７９，７８９

１９８，８２９

２４，７０８

１１，０７３

１３，６３５

１，４８６，３７７

１９，２２５

１，５０５，６０２

１３ 年 度
予 算 額

百万円

１，０７６，５７９

３８７，７６４

１８３，７０２

２０４，０６２

２２７，６５１

２８，７７６

１３，０６５

１５，７１１

１，７２０，７７０

１９，２２５

１，７３９，９９５

事 項

農 業 農 村 整 備

林 野 公 共

治 山

森 林 整 備

水 産 基 盤 整 備

海 岸

農 地

漁 港

一 般 公 共 計

災 害 復 旧 等

公 共 事 業 計

政 策
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（単位：百万円）

備 考

H１４（H１３）

経営所得安定対策の具体化検討調査（新規） ４９（ ０）

農業経営統計調査の体系整備に関する試行調査（新規）

１８（ ０）

農業経営の動向に関する定点分析調査（新規） １８（ ０）

地域就業等構造調査 １２（ １１）

農林水産業新規就業者等調査 ４０（ ３５）

価格形成調査 ５０（ ４５）

生鮮食料品・消費動向調査（新規） ３７（ ０）

林業経営統計調査（新規） ５６（ ０）

２００５年農林業センサスの検討（新規） ８６（ ０）

次期漁業センサスの検討 １２９（ ６）

農林水産統計情報ネットワーク整備 ６４８（ ４６１）

地域における情報拠点機能強化 ６５（ ３０）

食品流通高度化対策（新規） ６６８（ ０）

卸売市場施設整備 ５，９６２（ ７，６８１）

国産農産物利用食品産業技術開発支援事業（新規）

２５６（ ０）

新事業創出等食品産業技術開発（新規） ５３４（ ０）

外食産業国産食材利用推進事業（新規） １９（ ０）

健全な食生活全国・地域活動推進事業 ５３７（ １，１００）

食品表示適正化総合対策事業 １９５（ １９３）

安全・安心情報提供高度化事業 １５３（ １９５）

食品リサイクルモデル整備事業 １，３８１（ １，６２５）

食品リサイクル促進技術開発（新規） ４０２（ ０）

再生 PETボトル利用促進事業（新規） ５（ ０）

アジア食料安全保障情報化推進事業（新規）

１０４（ ０）

１４ 年 度
概算決定額

４９

３６

５２

８７

５６

２１４

７１３

１，３９３

６，０１４

８８９

５３７

５，７７１

１，８９９

２，７４２

１３ 年 度
予 算 額

０

０

４６

４５

０

６

４９１

１，０００

７，７４３

８９

１，１００

５，３４０

１，８４８

２，８４７

３．農業・農村関係

事 項

（大臣官房・統計情報部）

１ 経営所得安定対策の具体化検討調

査の実施

２ 農業経営政策の推進等のための農

業経営統計の見直し

３ 農業構造改革等の担い手の実態把

握の充実

４ 生鮮食料品の価格形成・消費動向

等の実態把握の充実

５ 新たな森林・林業政策の展開に即

した林業経営に関する調査の充実

６ 農林漁業センサスの検討

７ 国民への積極的な情報提供の推進

（総合食料局）

一 食品流通の効率化・高度化の推進

１ 食品流通の効率化と物流の高度

化

２ 卸売市場の機能の強化

二 食料自給率目標達成に向けた消費・

実需面からのアプローチの強化

１ 国産食材の利用拡大促進等

２ 健全な食生活の実現に向けた食

生活指針の普及・定着

三 「安全・安心」な食料供給の推進

四 食品リサイクル等の推進

五 世界の食料安全保障に貢献する国

際協力（ODA）の推進

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日

政 策

４１



備 考

H１４（H１３）

・構造改革に取り組む産地に対し、集中的に支援（新規）
野菜分 ：８，０００（ ０）
いぐさ・畳表分 ：１，０００（ ０）

・契約取引に係る価格・収量変動リスク軽減のための事業（新
規） ７，１９４（ ０）

資金造成の負担割合：指定野菜
国：県：生産者＝２：１：１

このほか、現行の野菜価格安定制度（指定野菜・特
定野菜に係る価格低落時の補てん制度）の対象を拡
充

・農協等が産地改革計画を策定し、構造改革に取り組む場合
に、生産体制・流通体制の改革につながる多様な活動に対
して助成 （新規）
・構造改革をより加速化するため、優良品種の普及加速化等
の対策を緊急に実施（新規）

・農畜産物の生産を総合的に振興する観点から農業生産総合
対策事業と畜産振興総合対策事業を再編・統合し創設（新
規）
・家畜排せつ物等のたい肥化・飼料化等による循環利用促進
等
・緑肥の技術実証
（最大２５，０００円／１０a） （新規） １，０００（ ０）

・２００２年にオランダで開催される「フロリアード２００２」へ政
府出展
・稲発酵粗飼料等を利用した飼料の増産対策（耕種作物活用
型飼料増産対策事業） ２８８（ ０）

・養蚕文化の継承、地域対策の観点からの施策の推進（養蚕
文化継承地域育成事業）（新規） ９９（ ０）

・死亡牛検査の頭数を増加するために必要な検査体制の整備
２２２（ －）

・食肉センターにおける特定危険部位焼却施設等の整備
８０１（ －）

・飼料給与情報も含むトレーサビリティシステムの構築
２５０（ －）

・輸入検査時の病害虫同定診断の高度化等 ７５（ ０）
・国際条約に基づいた埋設農薬の適正管理の推進（埋設農薬
適正管理事業） （新規） １５０（ ０）

１４ 年 度
概算決定額

９，０００

７，１９４

４，６００

２００

３２，６９２

８，８６８

所要額
３，２００
１３９

１６，４６４

８３，４５７
１１８，０９３
８５０

１，２７４

１０，２７０
３，２１７

１３ 年 度
予 算 額

０

０

０

０

３６，９９２

０

所要額
３，２００
１１７

２０，１８９

８０，８５７
１１８，０９３
１，０２０

－

１０，２５２
３，６４２

事 項

（生産局）
一 野菜等の構造改革の推進
１ 輸入急増農産物対応特別対策事
業
野菜
いぐさ・畳表

２ 契約野菜安定供給事業

３ 野菜構造改革促進特別対策

４ いぐさ・畳表構造改革促進特別
対策

二 生産対策の総合的な実施
１ 生産振興総合対策事業

うち
耕畜連携・資源循環総合対策

２ 果樹・花き対策
� 果樹経営安定対策

� 国際園芸博覧会への出展参加

３ 自給飼料増産対策

三 水田農業経営確立対策
四 肉用子牛等対策
五 蚕糸対策

六 農畜産物の安全衛生対策の強化
１ BSE検査体制に対応した施設整
備等の推進

２ 植物防疫対策
七 農業生産資材総合対策

�

�
�
�
��

�

����

�
�
��

�
�����

�
�
�
��

�

�
��

�
�
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政 策

４２平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



備 考

H１４（H１３）

アグリ・チャレンジャー支援事業（新規） １，９１５（ ０）

販路開拓緊急対策事業（新規） １，０７４（ ０）

農業経営展開支援リース事業 ２４４（ １６５）

別に農地保有合理化促進事業等の拡充 １１９億円

農業委員会交付金 １２，７９５（１３，０６２）

農地情報管理システム整備事業 １，３０７（ １，１９２）

農業近代化資金 ［４，０００億円］（［４，０００億円］）

農業改良資金 ［６３４億円］（［６３４億円］）

農業経営基盤強化資金（農林漁業金融公庫資金）

［９５０億円］（［９５０億円］）

経営体育成強化資金（農林漁業金融公庫資金）

［４００億円］（［３００億円］）

地域農業経営支援プラットフォーム構築事業（新規）

１５８（ ０）

情報リテラシー向上支援事業 ５７３（ ２３１）

新規就農者支援普及活動事業（新規） １００（ ０）

農業体験学習ポータルサイト設置運営事業（新規）

３３（ ０）

女性企業 e－ビジネス化支援事業（新規） ６８（ ０）

家畜医療画像電送システム支援事業（新規） ３４（ ０）

１４ 年 度
概算決定額

５，４９４

２２，１９９

１４，５９０

８５６

１００

［５，９８４億円］

１，２０７

１，４３４

２７，７４６

７００

２，９６３

６１３

１６２，０７８

７３，９８７

５４，１０１

１３ 年 度
予 算 額

６４３

２２，０８５

１４，７７８

０

０

［５，８８４億円］

１，３４５

１，３３３

２８，３４６

３０４

２，８７８

７２５

９６，５４９

７４，１１２

５４，１３１

事 項

（経営局）

一．地域農業の構造改革

１．地域農業構造改革緊急対策

２．経営構造対策の推進

３．農業委員会等による取組

二．農業経営の構造改革

１．担い手向け制度資金の再構築

�機関保証の充実

�農業法人の自己資本充実

	融資枠

２．経営体支援体制の整備

３．農業改良普及活動の高度化

４．協同農業普及事業交付金

５．情報利活用能力の向上

三．担い手の確保・育成

１．新規就農対策等の推進

２．女性・高齢者対策の推進

３．農業者年金制度

四 農業災害補償

１．共済掛金国庫負担金

２．農業共済事業事務費負担金等

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日

政 策

４３



備 考

H１４（H１３）

・担い手育成型事業

ほ場整備事業 ７９，０５９（９１，６９９）

土地改良総合整備事業 １２，９６０（１４，５５４）

畑地帯総合整備事業 ２６，４７２（３０，７４４）

・国営かんがい排水事業 １７３，９０６（１８１，９４８）

・農業集落排水資源循環統合補助事業（新規）

８，４６７（ ０）

・むらづくり基盤整備事業（新規） １３，１５８（ ０）

農村振興総合整備事業 ５，７８０（ ０）

中山間地域総合整備事業 ７，３７８（ ０）

・農業水利施設保全対策事業（新規） ３００（ ０）

・水質保全対策事業 １，７１２（ １，５３１）

（耕土流出防止型）

（公共） １３，４７８（ ０）

うち

・むらづくり基盤整備事業（新規） １３，１５８（ ０）

（非公共） １，１８３（ ０）

うち

・農村振興基本計画作成事業 １７０（ ０）

・農村振興整備支援事業 １４６（ ０）

・むらづくりリフレッシュ事業（新規） ５０（ ０）

・都市農村ふれあい農園整備事業（新規） １７３（ ０）

・地域資源活用ふれあい交流空間整備事業（新規）

１００（ ０）

・都市農業支援事業

３５（ １５）

１４ 年 度
概算決定額

９２４，１７０

４８０，３５３

３３０，２２３

１１３，５９４

１１，０７３

１０，０４９

１４，６６１

１，１９８

３３，０００

１，７８０

１，２８９

１３ 年 度
予 算 額

１，０７６，５７９

５６３，８３２

３８３，８０６

１２８，９４０

１３，０６５

１０，０４９

０

１，２４８

３３，０００

１，６７２

０

事 項

（農村振興局）

（公共）

一 農業農村整備事業の新たな展開

１．農業生活基盤整備

２．農村整備

３．農地等保全管理

二 農地海岸事業

三 災害等

（非公共）

一 むらづくり維新の推進

二 都市と農村の交流の推進

三 その他

１ 中山間地域等直接支払交付金

２ 活動火山周辺地域防災営農対策

事業

３ 農業農村整備等情報化推進調査

�
�������

�
�����

政 策

４４平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



備 考

H１４（H１３）

・食料自給率向上のための２１世紀の土地利用型農業確立に関

する総合研究 １，８０６（ １，８０６）

・国産野菜の持続的生産技術の開発（新規） ２５０（ ０）

・有用遺伝子活用のための植物（イネ）・動物ゲノム研究

６，０９７（ ５，４９０）

・遺伝子組換え等先端技術安全性確保対策

６００（ ４９５）

・農林水産バイオリサイクル研究 ６００（ ４９５）

・地球温暖化が農林水産業に与える影響の評価及び対策技術

の開発 ３９９（ １８０）

・流域圏における水循環・農林水産生態系の自然共生型管理

技術の開発（新規） ３００（ ０）

・先端技術を活用した農林水産研究高度化事業

１，８０８（ １，６４１）

・民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業

５６０（ ５６０）

・食糧管理特別会計の調整勘定へ調整資金として繰り入れに

必要な経費

・DNA分析を用いた精米品質表示に係るモニタリング調査

及び不適正業者に対する指導並びに新しい表示制度の普及

啓発に必要な経費

・地区ごとに水田農業の構造改革に関する計画を作成し、担

い手への生産の集約、有機農業の導入、生産調整の超過達

成等の取組を行う場合に、その取組に応じて助成（新規）

・国と出荷団体の拠出により資金を造成し、流通段階におい

て、無用な流通コストの発生を防止した計画的・安定的販

売を促進するとともに、豊作等による予期せぬ過剰分につ

いて、調整保管により需要動向への迅速な対応等に対する

助成（新規）

・生産数量の計画オーバー分の主食用以外への処理及びとも

補償と稲作経営安定対策の円滑かつ効率的な推進に対する

助成

１４ 年 度
概算決定額

２，０５６

６，６９７

１，２９９

２，３６９

２９５，５９５

４０

２０，００１

１２，６５３

６，９５７

１３ 年 度
予 算 額

１，８０６

５，９８６

６７５

２，２０１

２３３，３７９

３４

０

０

２３，４７０

事 項

（農林水産技術会議事務局）

１ 食料自給率の向上等に向けた農

業構造改革を支える研究開発の促

進

２ イネゲノム研究等の先端研究の

展開

３ 循環型社会の構築を目指した環

境研究の展開

４ 農林水産技術開発におけるシス

テム改革の推進

（食糧庁）

（一般会計）

一 食糧管理特別会計繰入

二 精米品質表示（JAS）

適正化関係

（食糧管理特別会計）

一 需要に応じた米の計画的生産

１ 地域水田農業再編緊急対策

２ 米流通システム改革促進対策

３ 稲作経営安定資金運営円滑化対

策費

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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備 考

・米の計画的生産と水田の有効活用に資するよう、地域の取
組の実態に応じて補償金を交付するための資金への助成
・生産調整実施者を対象として、自主流通米等の価格下落が
稲作経営に及ぼす影響を緩和するための資金への助成
・作柄変動に対応した収穫前対策等に要する経費
・民間流通麦の生産者の経営安定等を図るための資金
・食生活指針を踏まえ、テレビ等を活用してごはん食を中心
とした健康的な日本型食生活の普及を図るほか、生産者団
体が行う米の消費拡大事業への支援、備蓄米の販売促進等
を推進

・米飯学校給食関連炊飯設備等の設置支援
・都道府県等が行う米飯学校給食用食器の購入、米を中心と
した地産地消の取組等への支援（米飯学校給食環境整備支
援等事業からの組替）

（単位：百万円）

備 考

H１４（H１３）

次代に引き継ぐ緑豊かな森林環境の創造（林野公共）
３３８，６７０（３８７，７６４）

うち
「緑の再生」特別対策 ２０，０００（ ０）
間伐等森林整備促進対策事業（新規） ８７５（ ０）

森林GIS 等整備推進（拡充） ４７６（ ３５１）
花粉症特別対策事業（新規） ６０（ ０）
地球温暖化防止のための緑づくり国民 ５１０（ ０）
活動推進費 （新規）
森林資源モニタリング調査データ地理 ２５３（ ０）
解析事業 （新規）
山村等防災情報強化対策事業（新規） １２１（ ０）
森林整備地域活動支援交付金（新規） １０，８４５（ ０）
森林整備地域活動支援推進事業（新規） ３８８（ ０）
公益林管理費（拡充） ２７，２１９（２６，３９３）
一般行政的経費（拡充） １，１６４（ １，１５３）

林業・木材産業構造改革事業（新規） １３，４０１（ ０）
うち
しいたけ生産体制整備緊急対策事業（新規）１，７５０（ ０）
林業・木材産業構造改革促進総合対策（新規）７９５（ ０）
地域木材産業活性化推進事業等（新規） ５６（ ０）

１４ 年 度
概算決定額

７５，００１

８６，４７０

３３，００４
９５，４９４
４，５５５

１，２０２
７８０

１４ 年 度
概算決定額

３５７，９９４

４７，２７４

５，８９３

１１，２３４

７９，５４２

１４，２７５

８５１

１３ 年 度
予 算 額

７５，００２

９１，１００

１５，８３４
９１，５６２
４，５５５

１，２１３
７１７

１３ 年 度
予 算 額

３９４，２１９

５０，１４０

５，５６２

０

７５，７３８

０

４９０

事 項

４ とも補償事業費

５ 稲作経営安定資金助成

６ 緊急需給調整対策費
二 麦作経営安定資金
三 米の消費拡大対策

四 米飯学校給食の推進
１ 学校給食用炊飯設備等拡充事業
２ 米飯学校給食推進等事業

４．森林・林業関係

事 項

（林野庁）
一 森林の有する多面的機能の持続的
発揮
１ 重視すべき機能に応じた森林整
備の推進

２ 緊急間伐総合対策（緊急間伐５
カ年対策）の着実な実施
３ 美しく豊かな森林環境の創造

４ 森林整備のための地域における
取組に対する支援
５ 国有林野事業改革の着実な推進

二 林業・木材産業を通じた構造改革
に向けた総合的・重点的な施策の
展開
１ 林業及び木材産業を通じた総合
的な構造対策

２ 木材産業の構造改革促進に対す
る支援

※ 食糧管理特別会計における平成１４年度末の資金残高は、約８００億円の赤字となる見込み。

政 策
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備 考

しいたけ生産流通改革緊急対策（新規） ２００（ ０）
きのこ成分分析調査（新規） １０（ ０）
森林・林業支援総合情報ネットワーク ９５（ ０）
整備事業 （新規）
森林組合等経営基盤強化対策事業（新規） １３１（ ０）

フォレスト・コミュニティ総合整備事業（拡充）
３９，０８２（２１，８２０）

むらづくり維新森林・山村・都市共生事業（新規）
７８３（ ０）

森林環境教育活動の条件整備促進対策事業（新規）
１２５（ ０）

都市山村共生対流促進事業（拡充） １５（ １６）

輸入木材の輸入先国における森林現況把握事業（新規）
９（ ０）

永久凍土地帯温暖化防止森林基礎調査事業（新規）
１５（ ０）

途上地域混牧林経営推進確立調査事業（新規）
３３（ ０）

備 考

H１４（H１３）

�資源回復計画作成推進事業 ２０２（ ２２０）
�資源回復推進等再編整備事業（新規） ２，９９３（ ０）

資源回復計画推進支援事業（新規） ４００（ ０）
�我が国周辺水域資源調査等推進対策事業 １，７０１（ １，７９０）
�栽培漁業による資源回復計画事業（新規） １２（ ０）

水産基盤整備事業による資源回復計画の推進（公共）（新規）

７，０００（ ０）
�漁業経営改善促進資金 融資枠１，０００億円
�担い手育成リース推進対策（新規） ２２８（ ０）

水産経営構造改善事業 ８，０６５（ ８，９１１）
うち担い手育成リース支援事業（新規） ２４３（ ０）

�漁村コミュニティ基盤整備事業（新規） １，０００（ ０）
�地域の戦略的取組の支援（新規） ３５２（ ０）
�漁村環境整備の推進（公共含む） ２２，２０８（２６，７５８）
�漁村漁場環境改善対策事業（新規） ６０（ ０）
○漁港管理と利用の高度化事業（新規） １４０（ ０）

１４ 年 度
概算決定額

２７６

５８９

１４２

２０５

３９，０８２

７８３

３，５６２

１４４

１５

３３

１４ 年 度
概算決定額

１２，３０７

１０，１４９

１，３５２

２２，２６８

１４０

１３ 年 度
予 算 額

７７

５１３

０

２０４

２１，８２０

０

２，７１５

１４１

０

０

１３ 年 度
予 算 額

２，０１１

１０，７６１

０

２６，７５８

０

事 項

３ しいたけの構造強化に関する支
援
４ 林業の施業・経営の担い手確保
対策
５ 森林組合の機能強化と組織・経
営基盤の強化
６ 川上・川下の連携による林業・
木材産業の総合情報ネットワーク
の開発等

三 都市と山村の共生・対流の推進等
による山村の振興
１ フオレスト・コミュニテイ総合
整備事業
２ むらづくり維新森林・山村・都
市共生事業
３ 都市と山村の共生・対流

四 良好な森林環境の保全に向けた国
際的な取組
１ 違法伐採問題への対応

２ 地球温暖化問題への国際的対応

３ 途上地域における持続的な森林
経営への対応

５．水産関係

事 項

（水産庁）
一 資源回復計画の推進と経営安定
１ 資源回復計画の推進

２ 意欲を持って漁業に取り組む者
の経営基盤の強化

二 漁村の総合的な振興（新たな可能
性の創出）
１ むらづくり維新の推進

２ 人と自然が共生する漁村環境づ
くりの推進
３ 漁村における IT化の推進

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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備 考

� うなぎ資源増大対策事業（新規） １００（ ０）
� 養鰻地域活性化事業（新規） １０９（ ０）

 養鰻業振興対策事業（新規） ４０（ ０）
� 特定養殖業構造調整推進緊急対策事業（新規）

２０４（ ０）
� わかめ養殖業構造調整支援技術等緊急開発調査事業（新
規） ８４（ ０）

［生産局、農林水産技術会議計上分を含む］
� 栽培漁業による資源回復計画事業（新規）（再掲）

１２（ ０）
� 内水面資源増養殖・管理総合対策事業（新規）

２５０（ ０）
○我が国２００海里内の指導監督及び取締費

８，０８６（ ７，５８０）
［総合食料局計上分を含む］
○国際捕鯨委員会（IWC）年次会合の開催（新規）

７２（ ０）
［総合食料局、農林水産技術会議計上分を含む］
� 水産物サプライチェーン流通パイロット事業
（新規） ２００（ ０）
� みなとまち水産加工振興事業（新規） ２２（ ０）

計画の策定及び計画内容について了承
� 特定漁港漁場整備事業の創設
� 自然と共生する環境創造型事業への転換

 漁港水域環境保全対策事業（拡充） ２００（ １５５）
� 漁場・水揚港選定支援による流通効率化システム事業
（新規） ５５１（ ０）
� 衛星画像解析による藻場等の分布把握のための技術開発
調査事業（新規） ２５０（ ０）

 地球温暖化に対応した漁場・漁港漁村対策調査事業（新
規） １００（ ０）
� 海岸危機管理機能高度化事業（新規） １８０（ ０）
� エコ・コースト事業の拡充 ３３５（ ３９８）
� 多面的機能評価等調査事業 ２５（ ２０）
� 漁民の森づくり活動推進事業 １０２（ １２０）

 漁港漁村活性化対策事業 １，４２９（ ２，２７８）
� 藻場・千潟の造成の推進 １８，０００（１５，９９２）
� 海面養殖業高度化推進対策事業 ４０９（ ２４３）
� 先端技術を活用した有明ノリ養殖業強化対策研究事業
（新規） ５５（ ０）

 提案公募型有明地域等振興対策研究開発事業

１４７（ ２１０）
� 有明海における漁場環境改善対策等の推進

１，５００＊（ １，０２５）

＊実施協議で確定

１４ 年 度
概算決定額

２５０

２８８

９，４１３

８，１６８

８，８３３

３，２６６

－
２０２，１６０

１３，６３５

１９，５５６

２，２３２

１３ 年 度
予 算 額

０

０

１０，１７７

７，６８２

９，６５１

４，０８１

－
２２９，９２９

１５，７１１

１８，４１０

１，４７８

事 項

三 うなぎ・わかめ養殖業の構造調整対
策
１ うなぎ養殖業構造調整対策

２ わかめ養殖業構造調整対策

四 水産資源の適正な管理と持続的利用
１ つくり育てる漁業の推進と内水面
漁業の振興

２ 我が国２００海里内の漁業の指導・
取締体制の強化
３ 遠洋漁業の維持・開発

五 消費ニーズに対応した水産物流通・
加工体制の整備

六 一体的・効率的な水産基盤の整備
１ 漁港漁場整備長期計画の策定
２ 水産基盤整備の本格的な推進

３ 防護、環境、利用の調和のとれた
海岸づくりの積極的な推進

七 水産業・漁村の有する多面的機能の
適切な発揮

八 有明海再生対策の推進

政 策
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平
成
十
四
年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

は
、
総
額
六
兆
五
、
七
九
八
億
円
で
、
対

前
年
度
予
算
に
比
べ
一
四
億
円
、
○
・
○

二
％
の
増
と
な
っ
た
。
概
要
は
次
の
と
お

り
で
あ
る
。

�
学
校
教
育
の
新
生

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
（
養
護
を
含

む
）
が
、
一
・
四
％
増
の
三
兆
五
六
四
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。

平
成
十
三
年
度
か
ら
五
年
計
画
で
策
定

さ
れ
た
「
第
七
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校

教
職
員
定
数
改
善
計
画
」
の
二
年
次
分
と

し
て
五
、三
八
○
人
の
改
善
が
図
ら
れ
る
。

ま
た
、
小
・
中
学
校
な
ど
の
校
舎
の
新

増
改
築
や
用
地
取
得
を
図
る
公
立
学
校
施

設
整
備
費
に
つ
い
て
は
、
対
前
年
度
比
一

三
・
四
％
減
の
一
、
四
○
二
億
円
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。
主
な
制
度
改
正
事
項
と
し

て
は
、
�
学
校
内
で
児
童
等
が
殺
傷
さ
れ

た
事
件
の
重
大
性
に
か
ん
が
み
、
低
学
年

の
教
室
の
配
置
換
え
、
門
・
フ
ェ
ン
ス
の

設
置
な
ど
安
全
管
理
対
策
の
整
備
が
図
ら

れ
た
こ
と
。
�
子
供
た
ち
に
運
動
体
験
や

自
然
体
験
の
場
を
提
供
す
る
た
め
の
屋
外

教
育
環
境
整
備
事
業
の
継
続
を
す
る
と
と

も
に
屋
上
緑
化
や
芝
生
の
グ
ラ
ウ
ン
ド
等

の
整
備
促
進
が
図
ら
れ
た
こ
と
。
�
地
域

の
持
つ
教
育
力
を
生
か
し
た
学
習
活
動
の

実
施
、
生
涯
学
習
活
動
の
拠
点
と
な
る
学

校
づ
く
り
な
ど
を
図
る
た
め
の
地
域
・
学

校
連
携
施
設
整
備
事
業
の
継
続
を
す
る
と

と
も
に
、
地
域
と
密
着
し
た
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
の
拠
点
と
な
る
学
校
施
設
の
整
備
促

進
が
図
ら
れ
た
こ
と
ー
な
ど
が
あ
げ
ら
れ

る
。ま

た
、
生
徒
指
導
の
充
実
と
し
て
対
前

年
度
比
一
四
・
七
％
増
の
四
五
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。
内
容
と
し
て
は
、
ス
ク
ー
ル

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
の
配
置
校
数
の
拡
充
が
図

ら
れ
た
こ
と
、
児
童
生
徒
の
問
題
行
動
が

依
然
と
し
て
憂
慮
す
べ
き
状
況
に
あ
る
な

か
、
ふ
さ
わ
し
い
関
係
機
関
の
職
員
か
ら

な
る
「
サ
ポ
ー
ト
チ
ー
ム
」
を
組
織
し
て

指
導
助
言
に
当
た
る
な
ど
、
地
域
ぐ
る
み

で
取
り
組
む
た
め
の
「
サ
ポ
ー
ト
チ
ー
ム

等
地
域
支
援
シ
ス
テ
ム
づ
く
り
推
進
事

業
」
が
新
規
事
業
と
し
て
創
設
さ
れ
た
。

�
地
域
・
家
庭
の
教
育
力
の
再
生
と
生
涯

学
習
の
推
進

来
年
度
か
ら
完
全
学
校
週
五
日
制
が
実

施
さ
れ
る
の
に
伴
い
、
地
域
で
子
ど
も
を

育
て
る
環
境
を
充
実
す
る
た
め
、
放
課
後

や
週
末
等
に
高
齢
者
等
の
幅
広
い
世
代
間

と
の
ふ
れ
あ
い
交
流
支
援
・
地
域
の
協
力

に
よ
る
学
校
支
援
ー
な
ど
総
合
的
な
取
組

を
推
進
す
る
た
め
「
子
ど
も
放
課
後
・
週

末
活
動
支
援
体
制
等
の
整
備
」
が
新
規
事

業
と
し
て
創
設
さ
れ
一
○
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

ま
た
、
青
少
年
に
社
会
性
や
思
い
や
り

の
心
な
ど
豊
か
な
人
間
性
を
育
む
た
め
、

学
校
内
外
を
通
じ
た
奉
仕
活
動
・
体
験
活

動
の
機
会
の
充
実
図
る
た
め
「
学
校
内
外

を
通
じ
た
奉
仕
活
動
・
体
験
活
動
推
進
事

業
」
も
新
規
事
業
と
し
て
八
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。

�
心
身
と
も
に
健
全
な
人
材
を
育
成
す
る

ス
ポ
ー
ツ
の
振
興

学
校
体
育
・
ス
ポ
ー
ツ
の
充
実
と
し
て

ス
ポ
ー
ツ
エ
キ
ス
パ
ー
ト
活
用
事
業
と
し

て
の
人
数
を
一
万
人
に
拡
充
す
る
な
ど
対

前
年
度
比
二
八
・
○
％
増
の
一
三
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

平成１４年度
関係省庁予算

［特集］

文部科学省
文教関係予算・施策の概要

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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１．２１世紀教育新生プランの着実な推進
〔１〕学校教育の新生

文 部 科 学 省 関 係 予 算

備 考

０．０２％増

比較増△減額

百万円

１，４２１

平成１４年度予算額

百万円

６，５７９，８１５

平成１３年度当初予算額

百万円

６，５７８，３９４

事 項

一 般 会 計

備 考

１．第７次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画の

推進（第２年次分５，３８０人）

３，０５６，４１４（３，０１５，２６９）

２．在外教育施設教員派遣事業等 ２３，９２２（ ２２，９７２）

１．学力向上フロンティア事業等（新規） ５８２（ ０）

・学力向上フロンティア事業

・スーパーサイエンスハイスクール

・スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール

２．研究開発学校等 ４３５（ ６２２）

３．幼児教育の振興 １９，２５２（ １８，７４９）

・幼稚園就園奨励費補助 １７，８２３（ １７，３２８）

・私立幼稚園施設整備費補助 １，３７４（ １，３７４）

・幼稚園教育課程理解の推進 ５５（ ４７）

４．特別支援教育の充実 ８，１８６（ ７，９８９）

・盲・聾・養護学校の専門性向上推進モデル事業（新規）等

５．義務教育教科書購入費 ４１，８４５（ ４４，０９３）

６．情報教育の充実 ２，３３４（ ２，３８６）

・高度教育用ネットワーク利用環境整備事業（新規）等

７．産業教育の振興 １，４１７（ １，５７０）

８．人権教育の推進 ２７０（ ２７４）

９．高等学校奨学事業費補助（新規） ２，０００（ ０）

比 較 増
△ 減 額

百万円

４２，７３３

４２，０９５

６３８

平成１４年度
予 算 額

百万円

３，１５６，６５７

３，０８０，３３６

７６，３２１

平成１３年度
当初予算額

百万円

３，１１３，９２４

３，０３８，２４１

７５，６８３

事 項

�確かな学力の育成

・教職員定数改善計画等の推

進

・新しい教育課程の推進等

政 策

５０平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）



備 考

１．道徳教育の充実 ７６１（ １，０４１）

・特別非常勤講師配置事業費補助（道徳教育）（新規）等

２．豊かな体験活動の推進等（新規） ４３７（ ０）

・豊かな体験活動推進事業

・初任者研修（新任教員の社会奉仕体験活動研

修・自然体験活動研修）

３．スクールカウンセラーの配置やサポートチームづくりなど生徒

指導の充実 ４，５９５（ ４，００６）

�スクールカウンセラー活用事業補助 ４，４９５（ ４，００６）

�サポートチーム等地域支援システムづくり推進事業（新規）

１００（ ０）

１．学校の評価・公開の推進と管理運営の一層の改善（新規）

８１（ ０）

�新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究

２９（ ０）

�学校の評価システムの確立に関する調査研究

５２（ ０）

２．教員の資質向上の推進 ５，０６３（ ５，２３３）

・優秀な教員の表彰制度等に関する調査研究（新規）等

３．安全対策・環境などに配慮した学校施設整備

１４０，２４５（１６１，９３５）

�改築・老朽改造等必要事業量の確保

�制度改正

	安全管理対策施設の整備


屋外教育環境整備事業の継続

�地域・学校連携施設整備事業の継続

�エコスクール・パイロットモデル事業の拡充及び延長

１．学校安全及び心のケアの充実 ４４８（ １９７）

～子ども安心プロジェクト～

・地域ぐるみの学校安全推進モデル事業（新規）等

・PTSD等に対する心のケアパンフレット等の作成（新規）等

２．薬物乱用防止教育の充実 ４０６（ ４０３）

・薬物乱用防止教室推進ビデオの作成（新規）等

３．食生活に関する教育の充実 ３２８（ ３２７）

・食生活に関する個別指導事例集の作成（新規）等

比 較 増
△ 減 額

７４６

△２１，７７９

２５５

平成１４年度
予 算 額

５，７９３

１４５，３８９

１，１８２

平成１３年度
当初予算額

５，０４７

１６７，１６８

９２７

事 項

�豊かな心の育成


信頼される学校づくり

�子どもたちの安全及び健康に

関する現代的課題への対応

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日
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〔２〕地域・家庭の教育力の再生と生涯学習の推進

２．心身ともに健全な人材を育成するスポーツの振興

備 考

１．子ども放課後・週末活動支援体制等の整備

（新規） １，０９１（ ０）

２．子育て学習の全国展開や相談体制の整備等家庭

教育の充実 ９７７（ ８０１）

１．奉仕活動等の推進体制の整備（新規） ８４９（ ０）

２．自然体験活動等の充実 １５，３７１（１５，３０２）

・青少年の体験活動の総合的な推進等

１．大学・専修学校等における社会人キャリアアッ

プの推進（新規） ５０６（ ０）

２．専修学校教育の振興 ７３２（ ６５４）

・専修学校 ITフロンティア教育推進事業等

３．放送大学の充実・整備 １０，０８２（１１，５８０）

・大学院の学生受け入れに伴う整備等

比 較 増
△ 減 額

百万円

１，２６７

９１８

△９１４

平成１４年度
予 算 額

百万円

２，０６８

１６，２２０

１１，３２０

平成１３年度
当初予算額

百万円

８０１

１５，３０２

１２，２３４

事 項

�地域・家庭の教育力活性化の

推進

�奉仕活動・体験活動の推進に

よる青少年の健全育成


社会人のキャリアアップ等生

涯学習機能の高度化

備 考

１．生涯スポーツ社会の実現 １，６５１（ １，５９４）

・総合型地域スポーツクラブの育成・支援等

２．世界で活躍するトップレベルの競技者の育成 ２，８０３（ ２，７５２）

・専任コーチ及び強化合宿の拡充等

３．学校体育・スポーツの充実 １，３０８（ １，０２２）

『部活動わくわくプラン２１』

・スポーツエキスパート活用事業等

活用人数１０，０００人

比 較 増
△ 減 額

百万円

３９４

平成１４年度
予 算 額

百万円

５，７６２

平成１３年度
当初予算額

百万円

５，３６８

事 項

・スポーツ振興基本計画の推進

政 策

５２平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）
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代理店 

〔
環
境
省
関
係
（
廃
棄
物
対
策
予
算
）〕

環
境
省
廃
棄
物
対
策
関
係
予
算
は
、

対
前
年
度
比
四
・
六
％
減
の
二
、
六
四

四
億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
う

ち
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
整
備
に
つ
い

て
は
、
同
六
・
四
％
減
の
一
、
六
〇
三

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

循
環
型
社
会
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
向

け
た
取
組
み
と
し
て
、
循
環
型
社
会
形

成
推
進
基
本
計
画
を
策
定
し
、
容
器
や

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
の
効
率
化
及
び
自
動

車
リ
サ
イ
ク
ル
施
策
を
推
進
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

主
な
予
算
と
し
て
は
、
廃
棄
物
処
理

等
科
学
研
究
費
補
助
金
が
三
四
八
百
万

円
増
の
一
、
〇
五
〇
百
万
円
と
な
っ
た

ほ
か
、
自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
の
技
術
開

発
等
を
目
的
と
し
た
廃
棄
物
有
効
利
用

等
推
進
費
も
一
六
八
百
万
円
と
増
額
計

上
と
な
っ
た
。
ま
た
、
循
環
型
社
会
形

成
の
た
め
の
物
質
循
環
実
態
調
査
が
新

規
事
業
と
し
て
認
め
ら
れ
た
。

ま
た
、
社
会
が
一
体
と
な
っ
て
ゴ
ミ

ゼ
ロ
型
社
会
形
成
の
た
め
の
基
盤
整
備

を
行
う
た
め
、
Ｐ
Ｆ
Ｉ
方
式
に
よ
る
民

間
の
活
用
や
、
本
格
規
制
に
対
応
す
る

た
め
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
等
の
有
害
化
学
物

質
を
含
む
廃
棄
物
の
管
理
対
策
を
推
し

進
め
る
。

主
な
予
算
措
置
に
つ
い
て
は
、
ダ
イ

オ
キ
シ
ン
等
規
制
対
応
一
般
廃
棄
物
処

理
施
設
整
備
に
九
七
七
億
円
、
ゴ
ミ
ゼ

ロ
型
社
会
推
進
事
業
一
億
二
千
万
円
、

ま
た
新
規
事
業
と
し
て
、
ゴ
ミ
ゼ
ロ
型

地
域
社
会
形
成
推
進
施
設
整
備
費
、
産

業
廃
棄
物
ゴ
ミ
ゼ
ロ
プ
ラ
ン
推
進
検
討

費
、
ご
み
焼
却
施
設
解
体
ダ
イ
オ
キ
シ

ン
類
測
定
費
補
助
金
、
有
害
化
学
物
質

管
理
対
策
検
討
費
が
計
上
さ
れ
た
。

自
治
体
、
住
民
、
産
業
界
と
の
連
携

に
よ
っ
て
循
環
型
社
会
の「
負
の
遺
産
」

と
な
る
不
法
投
棄
の
解
消
、未
然
防
止
、

拡
大
防
止
対
策
に
取
り
組
む
た
め
の
関

連
予
算
と
し
て
二
八
億
円
計
上
さ
れ

た
。
具
体
的
に
は
、
衛
星
監
視
シ
ス
テ

ム
開
発
調
査
、
適
正
処
理
監
視
推
進
、

不
法
投
棄
等
原
状
回
復
措
置
推
進
費
補

助
金
等
に
よ
り
対
策
推
進
を
図
る
こ
と

と
し
て
い
る
。
ま
た
、
新
規
事
業
と
し

て
環
境
破
壊
行
為
早
期
対
策
シ
ス
テ
ム

整
備
費
な
ど
認
め
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
整
備
の

た
め
一
五
六
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い

る
。

平成１４年度
関係省庁予算

［特集］

環 境 省
廃棄物対策関係予算・施策の概要

�
町
村
週
報
の
購
読
�

「
町
村
週
報
」
の
購
読
を
希
望
さ
れ
る
方

は
、
ハ
ガ
キ
に
住
所
、
氏
名
、
職
業
、
電

話
番
号
を
お
書
き
の
う
え
、
全
国
町
村
会

広
報
部
へ
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
☆
年
間

一
部
千
五
百
円
☆
料
金
は
請
求
書
を
お
送

り
し
て
か
ら
折
返
し
御
送
金
く
だ
さ
い
☆

〒
一
〇
〇
―
〇
〇
一
四
東
京
都
千
代
田
区

永
田
町
１
・
１１
・
３５
全
国
町
村
会
広
報
部
。

（第三種郵便物認可） 第２３８４号町 村 週 報平成１４年１月２１日

政 策

５３



（廃棄物対策関係）

平成１４年度環境省予算の概要

備 考
対前年度比較
増 △ 減 額

△１０，８９０，０００

△１０，８９０，０００

５９，５２１

６３，０１９

１７６，１２３

２０

１０８，３２９

１３，５４１

５７，６８７

△６，７８０

３５７

△２，９８１

６０，０００

５０，０００

５０，０００

△７３，６２６

２，２５０

△１７，８５８

１５，３９７

△２９５

△６９，５７９

１９，９３９

△３５，２１９

１３，５０６

△９０２

３４７，５０２

３４７，５０２

１５５，０００

△２９３，４４６

△２９３，４４６

２００，０００

３，６８０

１６，５２３

４０，０００

０

０

平成１４年度
予 算 額

１６０，２７３，０００

１６０，２７３，０００

１，２９１，１８７

６３，０１９

５１５，５８６

２５，３００

１１９，４８７

１３，５４１

５７，６８７

１８，２２０

１９，１２７

２０，９５２

６０，０００

５０，０００

５０，０００

３３７，０２７

３２，２４２

１５７，１４２

１５，３９７

１８，７６５

１８７，０７０

１９，９３９

１２９，９７０

１３，５０６

３９，７５０

１，０５０，０００

１，０５０，０００

１５５，０００

２，６７９，００８

２，６７９，００８

２００，０００

５３，９４７

２０８，８５２

２００，０００

２，０００，０００

９０，０００

平成１３年度
予 算 額

１７１，１６３，０００

１７１，１６３，０００

１，２３１，６６６

０

３３９，４６３

２５，２８０

１１，１５８

０

０

２５，０００

１８，７７０

２３，９３３

０

０

０

４１０，６５３

２９，９９２

１７５，０００

０

１９，０６０

２５６，６４９

０

１６５，１８９

０

４０，６５２

７０２，４９８

７０２，４９８

０

２，９７２，４５４

２，９７２，４５４

０

５０，２６７

１９２，３２９

１６０，０００

２，０００，０００

９０，０００

事 項

廃棄物処理施設整備に必要な経費

○廃棄物処理施設整備費

廃棄物対策等に必要な経費

○廃棄物対策等事務処理費

○循環型社会形成推進費

・物質循環促進活動ネットワークシステムの構築

・ゴミゼロ型社会推進事業費

（新）循環型社会形成のための物質循環実態調査

（新）産業廃棄物ゴミゼロプラン推進検討費

・容器包装リサイクルの効果等検証評価事業

・家電リサイクル法に関する総合的な社会的コスト検証事業

・容器包装廃棄物減量化等促進事業

（新）使用済み自動車適正処理促進事業

（新）容器包装ライフ・サイクル・アセスメント事業

（新）ゴミゼロ型地域社会形成推進施設整備費

○廃棄物処理新システム開発費

・スラグ等再生利用促進調査

・不法投棄等衛星監視システム開発調査

（新）PCB廃棄物の拠点処理における運行状況のためのシステム開発

○廃棄物処理技術等情報提供システム開発費

○廃棄物対策推進費

（新）有害化学物質管理対策検討費

○産業廃棄物等処理対策強化費

（新）環境破壊行為早期対応システム整備費

○浄化槽対策推進費

科学技術の試験研究に必要な経費

○廃棄物処理等科学研究費補助金

（新）循環型社会構築技術研究分野

廃棄物再生利用等の推進に必要な経費

○廃棄物再生利用等推進費

（新）ごみ焼却施設解体ダイオキシン類測定費補助金

・ゴミゼロ型地域社会形成推進費

・廃棄物適正処理監視等推進費

・産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金

・PCB廃棄物対策推進費補助金

災害廃棄物処理事業に必要な経費

（単位：千円）
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〔
発
電
協
関
係
〕

水
力
発
電
関
係
予
算
で
は
、
水
力
発

電
施
設
の
設
置
、
運
転
に
よ
り
生
じ
る

自
然
・
生
活
環
境
へ
の
影
響
を
緩
和
す

る
た
め
交
付
さ
れ
て
い
る
水
力
発
電
施

設
周
辺
地
域
交
付
金
六
四
億
九
、
九
八

五
万
円
（
六
九
五
市
町
村
分
）
が
確
保

さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
関
係
予
算
と
し
て
は
、
国

産
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
有
効
活
用
の
観

点
か
ら
、
中
小
水
力
の
開
発
を
促
進
す

る
た
め
、
中
小
水
力
発
電
開
発
費
補
助

金
二
〇
億
円
（
対
前
年
度
比
四
〇
％

減
）、
中
小
水
力
開
発
促
進
指
導
事
業

費
補
助
金
五
、
〇
〇
〇
万
円
（
同
比
三

四
・
三
％
減
）
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ

た
。ま

た
、
水
力
発
電
所
立
地
に
伴
う
河

川
環
境
へ
の
影
響
を
積
極
的
に
緩
和
、

回
復
す
る
技
術
に
つ
い
て
調
査
を
行
う

た
め
の
水
力
環
境
回
復
技
術
最
適
化
調

査
費
五
、
〇
〇
〇
万
円
（
同
比
二
五
％

増
）
も
計
上
さ
れ
た
。

〔
ダ
ム
協
関
係
〕

国
土
交
通
省
河
川
局
で
は
、
治
水
事

業
の
う
ち
、
ダ
ム
関
係
と
し
て
二
、
七

九
〇
億
九
、
三
〇
〇
万
円
（
前
年
度
比

一
三
％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
既

存
ダ
ム
容
量
を
河
川
の
維
持
流
量
確
保

の
た
め
に
活
用
す
る
、
ダ
ム
水
環
境
改

善
事
業
の
対
象
範
囲
が
拡
充
さ
れ
た
。

ま
た
、
同
省
水
資
源
部
で
は
、
水
資

源
政
策
関
係
予
算
と
し
て
五
八
二
億

九
、
七
〇
〇
万
円
（
同
一
三
％
減
）
が

計
上
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
水
源
地
域

ビ
ジ
ョ
ン
推
進
方
策
調
査
、
水
源
地
域

環
境
改
善
計
画
策
定
事
業
等
を
内
容
と

す
る
「
水
源
地
域
の
保
全
・
活
性
化
の

推
進
（
拡
充
）」が
一
億
一
、
八
〇
〇
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

な
お
、「
循
環
型
経
済
社
会
の
構
築

な
ど
環
境
問
題
へ
の
対
応
」
と
し
て
、

自
然
に
配
慮
し
た
既
設
ダ
ム
容
量
の
活

用
や
良
好
な
自
然
環
境
の
保
全
・
再
生

を
目
指
し
た
「
自
然
共
生
型
事
業
の
推

進
」
に
一
、
三
一
三
億
円
、
河
川
や
ダ

ム
貯
水
池
等
に
お
け
る
水
質
浄
化
対
策

等
を
実
施
す
る
「
お
い
し
い
安
全
な
水

の
確
保
」
に
一
二
四
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

〔
観
光
地
協
関
係
〕

観
光
行
政
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
で
は
、
観
光
基
盤
で
あ
る
道
路

予
算
に
つ
い
て
、
道
路
整
備
事
業
（
国

費
）
に
は
二
兆
一
、
九
七
二
億
円
、
対

前
年
度
比
一
一
％
減
が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
生
活
関
連
公
共
事
業
で
あ
る
下

水
道
事
業
費
（
国
費
）
は
、
九
、
四
五

五
億
円
と
同
一
三
％
減
と
な
っ
て
る
ほ

か
、
観
光
基
盤
整
備
費
に
一
億
七
、
二

八
八
万
円
（
同
一
〇
％
減
）、
世
界
観

光
交
流
拡
大
戦
略
会
議
等
開
催
費
に
二

三
百
万
円
、
訪
日
旅
行
促
進
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
事
業
費
に
二
五
九
百
万
円
、
雇

用
創
出
に
資
す
る
観
光
ま
ち
づ
く
り
プ

ロ
グ
ラ
ム
策
定
推
進
事
業
費
に
一
八
百

万
円
、
公
共
交
通
活
性
化
総
合
プ
ロ
グ

ラ
ム
の
策
定
費
に
三
六
四
百
万
円
、
地

方
ブ
ロ
ッ
ク
公
共
交
通
・
地
域
交
通
環

境
計
画
の
策
定
費
に
八
六
百
万
円
が
新

た
に
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
他
農
林
水
産
省
関
係
で
は
、
都

市
農
村
交
流
対
策
事
業
と
し
て
四
六
四

百
万
円
（
同
一
一
・
二
％
減
）
が
、
消

防
施
設
整
備
関
係
で
は
、
市
町
村
消
防

施
設
整
備
費
補
助
金
が
二
二
一
〇
百
万

円
（
同
一
〇
％
減
）、
市
町
村
消
防
設

備
整
備
費
補
助
金
が
五
九
七
八
百
万
円

（
同
一
〇
％
減
）
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ

た
。

〔
半
島
協
関
係
〕

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
（
調
査
事
業
）
関
係
は
、
全
体

で
、
七
、
七
三
三
万
円
（
対
前
年
度
比

五
・
八
％
減
）
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
新
規
事
業
と
し
て
、
半

島
振
興
計
画
の
進
捗
状
況
等
を
踏
ま

え
、
地
域
の
自
立
的
な
発
展
に
つ
な
が

る
新
た
な
振
興
対
策
の
検
討
に
資
す
る

よ
う
地
域
住
民
へ
の
意
向
調
査
等
を
実

施
す
る
た
め
、
半
島
振
興
対
策
検
討
基

礎
調
査
を
創
設
、
一
、
二
三
二
万
円
が

計
上
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
半
島
い
き
い
き
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
形
成
促
進
事
業
が
、
三
、
七
五
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七
万
円
が
確
保
さ
れ
た
ほ
か
、
半
島
地

域
文
化
活
動
活
性
化
事
業
に
二
、
〇
二

三
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

〔
豪
雪
協
関
係
〕

豪
雪
地
帯
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
（
調
査
事
業
）
関
係
は
、
豪
雪

地
帯
対
策
特
別
事
業
が
総
額
一
億
四
、

四
二
七
万
円（
対
前
年
度
比
一
〇
％
減
）

と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
個
性
と
活
力

に
満
ち
た
雪
国
創
造
事
業
費
一
億
二
、

九
二
五
万
円
（
同
一
一
％
減
）、
特
別

豪
雪
地
帯
産
官
学
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

推
進
事
業
一
、
五
〇
一
万
円
（
同
額
）

が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
新
規
事
業
の
総
合
的
雪
情
報

シ
ス
テ
ム
調
査
を
含
め
豪
雪
地
帯
の
個

性
あ
る
活
性
化
推
進
等
に
要
す
る
経
費

と
し
て
五
、
五
〇
三
万
円
（
一
％
増
）

が
計
上
さ
れ
た
。

〔
鉱
山
協
関
係
〕

鉱
山
関
係
予
算
の
う
ち
、
資
源
エ
ネ

ル
ギ
ー
庁
資
源
・
燃
料
部
鉱
物
資
源
課

関
係
予
算
で
は
、
国
内
鉱
物
資
源
の
探

鉱
開
発
の
推
進
の
う
ち
、
広
域
地
質
構

造
調
査
費
一
億
八
、
九
〇
〇
万
円
、
精

密
地
質
構
造
調
査
費
一
億
二
、
一
〇
〇

万
円
、
鉱
山
探
鉱
等
促
進
事
業
に
三
億

九
、
五
〇
〇
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
非
鉄
金
属
の
精
錬
技
術
を
活

用
し
、
鉱
石
の
代
替
と
な
る
非
鉄
金
属

の
リ
サ
イ
ク
ル
を
促
進
す
る
技
術
開
発

を
推
進
す
る
た
め
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用

合
理
化
製
錬
／
リ
サ
イ
ク
ル
ハ
イ
ブ

リ
ッ
ド
シ
ス
テ
ム
開
発
」に
五
千
万
円
、

「
非
鉄
金
属
の
同
時
分
離
・
マ
テ
リ
ア

ル
リ
サ
イ
ク
ル
技
術
開
発
」
に
三
億
七

千
五
百
万
円
そ
れ
ぞ
れ
新
規
に
計
上
さ

れ
た
。
こ
の
ほ
か
飛
灰
無
害
化
技
術
開

発
費
に
二
億
四
、
〇
〇
〇
万
円
、
非
鉄

金
属
系
素
材
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
技
術
開

発
費
に
三
億
二
、
五
〇
〇
万
円
が
計
上

さ
れ
た
。

一
方
、
原
子
力
安
全
・
保
安
院
鉱
山

保
安
課
関
係
予
算
で
は
、
休
廃
止
鉱
山

鉱
害
防
止
等
工
事
補
助
金
が
二
九
億

二
、
六
〇
〇
万
円
確
保
さ
れ
た
。
そ
の

う
ち
義
務
者
不
存
在
分
二
一
億
九
〇
〇

万
円
、
義
務
者
存
在
分
八
億
一
、
〇
〇

〇
万
円
と
な
っ
た
。

政 策

５６平成１４年１月２１日町 村 週 報第２３８４号 （第三種郵便物認可）


